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概要書 
 
自動車や家電、半導体業界の陰に隠れて目立たないが、石油・ガスプラントの設計から
建設までを請け負うエンジニアリング産業でも、日韓の逆転が発生している。２０００年
初めには、下図に示す通り、韓国エンジニアリング企業主要六社の新規受注高は日本のエ
ンジニアリング企業三社合計の１０％以下にすぎず、国際的なマーケットにおける競争相
手とはみなされてこなかった（縦軸が新規受注高、単位億円）。しかし韓国エンジニアリン
グ企業は２００５年を境に急激に受注を伸ばし、２００７年には日本企業三社の二倍を超
える合計受注額となっている。 
 
 
 
本研究では、主に海外市場で石油・ガス関連の大型プラントを手掛ける日揮株式会社、
千代田化工建設株式会社、東洋エンジニアリング株式会社の日本のエンジニアリング企業
三社に対して、韓国のエンジニアリング企業六社（サムソン、現代建設、ＳＫ、大林、Ｇ
Ｓ、大宇）を研究対象とし、日韓エンジニアリング企業の逆転のメカニズムを明らかにす
るものである。 
 
日韓企業の競合をめぐっては特に自動車や家電、半導体と言った製造業を中心に近年
多くの報道が行われている。一般的な報道に見られる韓国企業の強さの要因は、ウォン安
などの経済政策や財閥オーナーによる積極的な設備投資に始まり、血気盛んで競争心旺盛
な国民性に至るまで実に様々である。しかしながらこのような報道では、かつて日本の製
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造業がアメリカの製造業に深刻な脅威をとして受け止められていた８０年代にアメリカで
盛んに行われた、日本の経営システムに関する多面的な研究に見られるような、合理的で
体系的な説明は望むべくもない。一方、８０年代にアメリカで盛んに行われた日本の経営
システムに関する研究を調査しても、日韓エンジニアリング企業の逆転メカニズムを適切
に説明することはできない。 
この事象が短期間で起こったことから、本研究では静的な分析フレームワークではなく、
エイベルの主張する『戦略の窓』理論を用いて、より動的な視点で日韓エンジニアリング
企業の逆転メカニズムを説明している。『戦略の窓』理論では、急激な市場変化によっても
たらされる新たな要求に対し、自社の持つ特徴的な能力やリソースを適切に適合させた企
業が大きな成長機会を手にすることができる、というものである。 
 
市場に急激な変化がもたらされた時であり、エンジニアリング産業において『戦略の窓』
が開くのは、２０００年以降に生じた原油価格の高騰を背景とした、中東国営石油企業の
市場セグメントの急拡大がトリガーであった。日本企業が主要な収益源としていた中東国
営石油企業の市場セグメントが急拡大したことによって、エンジニアリングサービスに供
給不足が生じたのである（下図参照）。 
 
 
『戦略の窓』が開いたこの時期に市場から新たに要求されたものは、中東国営石油企業
の設備投資意欲を満足させる、エンジニアリングサービスのキャパシティーであった。 
しかしながら、日本のエンジニリング企業は１９９０年代末の経営危機の体験から、成
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長性よりも収益性を重視した経営姿勢を取り続けており、キャパシティーを拡張させるこ
とができなかった。 
顧客企業である中東国営石油企業にとって原油増産は国際的なコミットメントであり、
そのために必要な設備投資を進めるためには新たなエンジニアリング企業を必要としてい
た。そのため、それまで参入機会を与えてこなかった韓国企業にチャレンジすることとな
ったのである。 
一方、ＩＭＦ経済からの立ち直りを模索していた韓国エンジニリング企業にとって、中
東国営石油市場の急拡大は格好の成長機会であった。また、韓国企業はそれまでにローエ
ンドセグメントにおいてエンジニアリング企業としての経験と実力を蓄積していただけで
なく、プラント設計手法のデファクトスタンダード化が進行したことや、プラントの主要
資機材を韓国国内で調達することが可能となったこと、さらにウォン安なども追い風とし
て作用した。韓国エンジニアリング企業は、このような自社の実力や能力以外にも、環境
変化を活かすことで、顧客企業の要求を満足するプラントを納めることができた。 
 
このように、既存企業である日本のエンジニアリング企業が新たな市場の要求に対して
適切な対応が取れなかった一方、韓国のエンジニアリング企業は自社の持つ能力やリソー
スを効果的に組み合わせることで、新たな市場の要求に適切に対応することができたと言
える。そして韓国企業が顧客の要求を満足するプラントを納めた結果、顧客の韓国企業に
対するパーセプションギャップは解消され、先行企業である日米欧企業と韓国企業の競争
条件は対等のものとなった。その結果、価格競争力に勝る韓国企業によるドミナントが急
速に進行していったのである。 
サウジアラビア国営石油企業の東京支店代表によるインタビューによってパーセプシ
ョンギャップの解消が確認されており、この時点でエンジニアリング産業における『戦略
の窓』は閉じてしまったものと考えられる。 
 
『戦略の窓』理論に沿って日韓エンジニアリング企業の逆転メカニズムを明らかにする
ことができた一方で、再び新たな『戦略の窓』が開く次期や、その際に要求される新たな
能力やリソースに関して明らかにするには至らなかった。今後の市場変化や業界の展望に
ついては今後の課題としたい。 
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第1章 はじめに 
近年、自動車や家電、半導体など多くの産業分野で韓国企業が日本企業に追い付き、あ
るいはすでに追い越しているとして、サムソン対ソニー、現代自動車対トヨタなどといっ
た対立の構図を代表例にとり、広くメディアに取り上げられている。 
一般的な報道にみられる韓国企業の強さの要因は、ウォン安による輸出競争力、財閥オ
ーナーによる積極果敢な設備投資の断行、大統領によるトップセールスといった産業振興
政策による恩恵などであろう。あるいは、血気盛んで競争心旺盛な国民性、徴兵制による
若者の精神的鍛錬、激しい受験競争や就職活動によって選ばれる若年エリート層、などと
いった文化的背景や社会環境を主張するものも少なくない。 
これらの理由は自動車や家電、半導体などといったすべての産業をひとまとめにして論
ずるには便利であり、国力を比較するうえでは一片の真理を含むものでもあろう。しかし
ながら、企業を取り巻く市場環境や競争環境にはそれぞれ違いがあり、そのような違いを
無視してすべての産業をひとまとめに論ずるのは、企業経営者の立場からすれば乱暴に過
ぎるだろう。実際、広くメディアにみられる日韓両国産業の比較論では企業行動を導く意
思決定やその背景にあるコンテキストといったものを踏まえることができておらず、業界
や企業を個別に比較するうえでは合理性に欠けると言わざるを得ない。 
 
自動車や家電、半導体業界の陰に隠れて目立たないが、石油・ガスプラントの設計から
建設までを請け負うエンジニアリング産業でも、日韓の逆転が発生している。２０００年
初めには、韓国エンジニアリング企業主要六社の新規受注高は、日本の主なエンジニアリ
ング企業三社合計の１０％以下にすぎず、国際的なマーケットにおける競争相手とはみな
されてこなかった。しかし韓国エンジニアリング企業は２００５年を境に急激に受注を伸
ばし、２００７年には日本のエンジニアリング企業三社の二倍を超える合計受注額となり、
新規受注高の面で日本企業を完全に追い越してしまった。他の産業でも見られる日韓企業
の逆転現象がエンジニアリング産業でも起こっただけでなく、２倍以上という圧倒的な差
がついたのである。２０１０年に至るまでその差は縮まっておらず、エンジニアリング産
業における日韓逆転が一時的な現象と考えるよりは、構造的要因が存在していると考える
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べきである。エンジニアリング産業においても、他産業に関してメディアで報じられるの
と同様な理由から日韓の逆転を許したのであろうか。あるいは、徴兵制や国民性といった
社会的・文化的背景の違いを原因として、逆転が生まれたのであろうか。 
エンジニアリング産業は総合建設業（ゼネコン）などと同様に、顧客企業の生産設備を
顧客企業に代わって設計し、建設したうえで顧客企業へ納める受注型の設備産業である。
ゼネコンに代表される設備産業は生産設備を持たないために、一般的に製造業と比較して
産業規模が小さく、特に建設業は国際化も進んでいないことから、社会的な注目を集める
ことが少ない。また、そのような設備産業の中の一分野に過ぎないエンジニアリング産業
に着目した報道や研究事例は、２０１０年に韓国企業連合がＵＡＥの原子力発電所を受注
した一件を数少ない例外として、ほとんど存在しないのが実情である。 
 
最近でこそ韓国企業の勢いに圧倒されている日本企業であるが、１９８０年代にさかの
ぼれば、低価格と高品質を武器に自動車、家電、半導体などといった多くの分野で積極的
な海外進出を進め、特にアメリカ市場では飛ぶ鳥を落とす勢いであった1。それまで巨大な
自国市場に安住し、巨大市場の独占による果実を享受してきたアメリカ企業は日本企業の
躍進にうまく対応することができず、やがて衰退の道を辿っていった。このようなアメリ
カ製造業の衰退を背景に当時のアメリカでは、日本企業の経営手法やマネジメントシステ
ムなどを徹底的に調査し、自国産業やひいては自国経済の再生に役立てようとする、数多
くの意欲的な研究がなされている。 
アメリカによる日本研究の例としては、エズラ・F・ヴォーゲルの『ジャパンアズナン
バーワン』 [1979]のように日本社会の文化的な要素に強い関心を寄せたものから、マサチ
ューセッツ工科大学のＭ．Ｌ．ダートウゾスらによる大規模な日米欧企業の比較調査の結
果をまとめた『Made in America』 [1990]などが挙げられる。『Made in America』では、日米
欧の鉄鋼、自動車、家電、航空機、化学など主要な産業分野ごとに、競争力を産み出す要
因やアメリカの製造業が弱体化した要因を調査している。ダートウゾス教授らによる調査
チームはこのような要因を明らかにすべく日米欧の企業を多数訪問し、経営者や従業員ら
と数百回を超えるインタビューを行っている。この調査を通じてダートウゾス教授らは、
                                                     
1 当時の日本企業の姿は例えば、『限りないダントツ経営への挑戦』 [坂根正弘, 2006]に見ること
ができる。建設機械のコマツが米国キャタピラーに追い付き追い越そうと奮闘する当時の様子が詳
しく描かれている。 
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アメリカ製造業が競争力を失った要因として、時代遅れの戦略、短期的視野、生産プロセ
スへの投資不足、協調体制の欠如、人的資源の軽視、政府と産業界の足並みの乱れ、とい
った６つの要因を列挙している。これに対して日本企業は次のような特徴を備えていると
している。すなわち、取引企業同士の株式の持ち合いなどにより経営に対する株主のプレ
ッシャーが少なく利益を長期的な視野で捉えることが可能であること、製造方法の継続的
な改善に労使一体となって取り組んでいること、長期雇用を前提として人材への投資が長
期にわたって行われていること、などである。ダートウゾス教授らは『Made in America』
の中で、これら日本企業に特徴的な要因が生産性の差を産み出し、生産性の差が日米製造
業の競争力の差につながっていると指摘している。 
この研究と時期を同じくして、プラハラドとハンメルがハーバードビジネスレビューに
発表した”The Core Competencies of the Corporation” [1990]は、日本企業の経営手法やマネジ
メントシステムにフォーカスした研究の代表格である。プラハラドとハンメルは、日本企
業はその企業に固有でユニークな能力であるコアコンピタンスを長期にわたって開発、保
有しており、これらをうまく組み合わせて活用することで高い競争力を産み出していると
論じている。 
この他にも、かつてアメリカ企業に脅威を与えた日本企業に関して数多くの研究が積み
重ねられたが、現在日本企業に脅威を与えている韓国企業に関する同種の多面的な研究は
未だ少ない。冒頭に触れたメディア報道以外で学術的な研究が進んでいる数少ない分野と
しては、グローバル経済の進展により企業の国際的な競争環境が変化したとするものであ
ろう。 
マサチューセッツ工科大学では『Made in America』に続く大規模調査として、２０００
年からの５年間をかけて、グローバル経済下での競争優位がどのように発生するのかを調
査し『グローバル企業の成功戦略』 [スザンヌ・バーガー、ＭＩＴ産業生産性センター, 2006]
として発表している。この調査によれば、グローバル経済の進行は資本やサービスの国境
を越えた移動を容易にするため、生産拠点を新興国など低コスト地域に移動させるといっ
た国際的な水平分業が盛んに行われるようになり、このような変化にうまく対応できた企
業がグローバル競争で成功する、と報告されている。 
 
日本のエンジニアリング企業は海外進出において、韓国のエンジニアリング企業より常
に先行してきた。しかし、エンジニアリング企業は生産設備を保有しないために、グロー
 11 
バル経済が盛んに取り上げられるようになるずっと以前から、必要に迫られて国際的な水
平分業を進めてきた面もあり、これを逆転の原因とするのは早計であるように思える。 
さらに、１０年とたたない短期間に日本と韓国のエンジニアリング企業の逆転が発生し
た事象からは、既存企業と新規参入企業の競争戦略や社内資源の違いといった経営上の個
別要素を静的なフレームワークを用いて検討することでは、そのメカニズムを正確に理解
することが困難であるように思われる。静的な分析フレームワークでは、顧客パーセプシ
ョンを含む市場環境の変化や、その変化に対する日韓エンジニアリング企業の対応の違い、
あるいはその違いを導く経営上の制約など、コンテキストを踏まえた分析が困難であると
考えるからである。 
エイベル [Abell, Derek F., 1978]は、市場の変化が連続的な環境であれば、企業はポート
フォリオ理論などのフレームワークを用いて経営戦略や部門機能を調整すればよいとする
一方で、現実のビジネスでは往々にしてこのような静的なフレームワークでは効果的な対
応が困難となる市場の急激な変化が起こることを指摘している。このような変化に際して
はより動的なフレームワークである、『戦略の窓（Strategic Windows）』を用いることでよ
りダイナミックな分析や対応を導き出せると主張している。 
『戦略の窓』理論の中でエイベルは、市場で必要とされる資本投下やマーケティング、
あるいは技術開発といった社内資源への要求は、市場の変化によって劇的に変化するとし
ており、そのような劇的な変化により新たな機会が提供されることを『戦略の窓が開かれ
る』と表現している。新規参入企業は『戦略の窓が開かれた』期間にリソースを集中投下
することで事業の多様化や成長の機会を獲得することができるが、既存企業にとってはこ
れまでの市場要求に沿って培ってきた主要な能力やリソースを、市場変化に沿って急激に
変化させ、調整することは容易ではない。加えて、『戦略の窓が開いている』期間が有限で
あることがこの調整をますます困難なものにしており、結果として既存企業にとって『戦
略の窓』が開くことは、大きな脅威となることが多いとしている。 
『戦略の窓』理論を用いると例えば、１９８０年代の北米自動車市場の変化と日本企業
の適応などを説明することができる。すなわち、第一次オイルショックによる低燃費車へ
の需要シフトや、通称マスキー法と呼ばれる自動車の排ガス規制強化などによって市場が
急激に変化したことで北米自動車市場の『戦略の窓』が開き、その期間にホンダが保有す
る固有の能力である低燃費の小型車開発能力を効率的に適合させることによって成長機会
を獲得した、と説明することが可能である。 
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日本のエンジニアリング企業はかつて日本企業に打ち負かされたアメリカ企業のよう
に、時代遅れの経営戦略や短期的な視野での経営を行ったことで韓国のエンジニアリング
企業に逆転されてしまったのだろうか。あるいは、産業政策の違いや社会的、文化的背景
の違いに起因する事由によって衰退を余儀なくさていれるのであろうか。『Made in America』
や『グローバル企業の成功戦略』といった過去の日米逆転の経緯に関する研究や、最近の
報道を調査しても、日韓エンジニアリング企業の新規受注高が１０年とたたない間に逆転
された原因に関する合理的な説明を見つけることは出来ない。 
本研究では、日本と韓国のエンジニアリング企業の詳細な比較を、静的な分析フレーム
ワークではなく、『戦略の窓』にあるようなより動的な分析にフォーカスされた手法を用い
ることで、日本のエンジニアリング企業が韓国のエンジニアリング企業に逆転されたメカ
ニズムを明らかにしようとするものである。 
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第2章 研究の目的 
第1節 研究対象 
第1項 エンジニアリング産業 
エンジニアリング産業とは一般的に、民間や公共を問わず生産設備やその他工業設備を
設計から据え付け、建設までを顧客企業や団体から請け負う業態を指す。エンジニアリン
グ企業は小型の焼却炉から大型産業設備まで幅広い設備や装置を請け負うが、比較的大規
模な設備の例としては、石油精製プラントや石油化学プラント、高炉や圧延設備などを含
む製鉄所、発電プラント、ごみ焼却炉、上水道設備、排水処理設備などが代表的である。 
一般財団法人エンジニアリング協会2によれば、エンジニアリング産業は「付加価値の高
いモノづくり、技術のシステム化、これらを統合するプロジェクトマネージメントを結集
し（中略）、持続的発展可能な社会の実現、生活環境の向上に貢献」する産業である、と定
義している。このような定義に賛同し当協会に加盟する日本の企業は、２０１１年４月時
点で１７０社になる。その内訳としては、エンジニアリングを業務の中心としている、い
わゆる「専業エンジニアリング企業」が３７社、その他、鉄鋼業や造船業あるいは総合建
設業（ゼネコン）の一部門としてエンジニアリングを取り扱う、いわゆる「兼業エンジニ
アリング企業」が１３３社である。 
 
多岐にわたるエンジニアリング企業の取り扱い設備のうち、石油・ガス関連のプラント
が他の設備と比較して設備規模、投資金額ともに圧倒的に大きい。これは世界のエネルギ
ー需要を満たすために必要とされる石油・ガスの需要が膨大なためである。 
国際エネルギー機関（ＩＥＡ, International Energy Agency）の報告3によれば、世界のエネ
ルギー需要のおよそ７０％が石油とガスによって供給されており、エネルギーの総需要は
２００７年から２０３０年にかけて世界全体でさらに４０％増加すると見込まれている。
                                                     
2 一般財団法人エンジニアリング協会 http://www.enaa.or.jp/ 
3「Summary of World Energy Outlook 2010 および 2011」エネルギー需要の 90％が化石燃料で賄われ
ている現状が報告されている（石油・ガス 70%、石炭 20％）。水力発電を含む再生可能エネルギー
は 10％以下にすぎず、この傾向は 2030 年まで変わらないと予測している。http://www.iea.org/   
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このように旺盛な世界のエネルギー需要全体を支えるためには、２０１１年から２０３５
年の３５年間に総額３８兆ドル（およそ３，０００兆円）もの投資が必要とされ、そのう
ち２０兆ドル（およそ１，６００兆円）が石油・ガス関連のインフラ整備に必要な投資だ
と報告されている。このような巨大なエネルギー需要への投資が、石油・ガス関連のプラ
ントを他の生産設備よりもはるかに大きなものとしている。 
第2項 市場セグメントとプレーヤー 
アメリカ、ヨーロッパ、日本といったエネルギーの一大消費国・地域には多数の石油・
ガスプラントが建設されているが、当該国以外のエンジニアリング企業にとって参入余地
は極めて小さく、実質的に閉ざされていると考えてよい。このため、各国エンジニアリン
グ企業は国内のプラント市場の飽和に伴い、成長機会を求めて海外市場へ進出を始めるこ
ととなる。自国内市場から海外へ進出する企業行動は日米欧エンジニアリング企業のみな
らず、韓国のエンジニアリング企業にも共通してみられる。 
外国企業に開放されているオープンマーケットとしては、東南アジアや中東、中南米と
いった産油国・地域が代表的である。顧客企業としては各国の国営石油企業や、メジャー
オイルといった民間石油企業などがある。 
投資規模の大きさや技術的な要求水準の高さから、メジャーオイルのプラントが最上位
のハイエンド市場と位置づけられる。ここでは、海外進出で先行している欧米エンジニア
リング企業と日本のエンジニアリング企業が活動しているが、これまでのところ、ハイエ
ンドセグメントにおける韓国エンジニアリング企業の実績はほとんどない。 
上から二番目のセグメントに中東国営石油企業の市場が存在する。中東国営石油企業は
その産油量と輸出余力の大きさから潤沢な資金を有し、原油の国際市場における影響力も
未だ大きい。中東国営石油企業の大部分は、国営化以前はメジャーオイルが運営していた
か、資本参加していた企業がほとんどである。資金力が豊富な中東国営石油企業はかつて
メジャーオイルが導入した技術基盤を継承できており、このことから技術的な要求水準が
比較的高い。 
このセグメントはオープンマーケットとして規模が大きいうえに、要求される技術水準
の高さが韓国エンジニアリング企業にとって参入障壁となっていたことから、２０００年
以前まではこのセグメントにおけるエンジニアリング企業の競争は限定的であった。この
ため、日本のエンジニアリング企業と一部の欧米エンジニアリング企業にとって、事業の
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収益を支える最も重要なセグメントとして認識されていた。 
東南アジアや中南米、アフリカなどの地域における石油企業や石油化学関連企業など、
中東国営石油企業以外の企業が顧客となる市場が上から三番目のセグメントに位置づけら
れる。これら地域は産油量も輸出量も小さいため投資余力に乏しく、設備規模も小さい。
プラント市場のセグメントとしては規模も小さく、技術的な要求水準も低いことが一般的
である。手ごろなサイズで手掛けやすいプラントではあるものの、中東国営石油企業のセ
グメントに比べると収益性の面で劣るため、先行していた日米欧のエンジニアリング企業
のプレゼンスは低く、海外進出で後発の韓国エンジニアリング企業がこのセグメントにお
ける主なプレーヤーである。 
このような市場セグメントを概念的に示したものが図 2-1 である。ここに示したように、
２０００年代に入ってから中東国営石油企業の市場が急激に拡大し、各セグメントでプレ
ーするエンジニアリング企業の構成に大きな変化が起きており、これが日本と韓国のエン
ジニアリング企業の逆転を引き起こしたと考えられる。この変化の詳細ついては、第３節
で詳しく触れる。 
 
図 2-1 市場セグメントとプレーヤーの変化 
 
 
出所：筆者作成 
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なお、日米欧韓各国の国内市場は実質的に開放されておらず、オープンマーケットとは
呼べないことから研究対象から外しており、便宜上、最も下位に位置づけた。ただし、こ
のことは必ずしも投資規模や技術水準が低いことを意味しない。（詳細は第 3 章第 3 節で記
述する） 
また、ロシアでは石油・ガスの埋蔵量、産出量ともに大きいことから、エンジニアリン
グ市場も大きいものと推定されるが、ＬＮＧプラントを除いて市場が開放されていない。
ＬＮＧプラントも過去と現在あわせて数件程度しか確認できないため、研究対象から外し
ている。 
第3項 研究対象企業 
本研究ではエンジニアリング企業が扱う設備のうち最大規模である石油・ガスプラント
をめぐって、国際的なオープンマーケットで激しく競い合う日本と韓国のエンジニアリン
グ企業を研究対象とする。 
日本のエンジニアリング企業としては、第一項で述べた一般財団法人エンジニアリング
協会に加盟するいわゆる専業３７社の中から、主に海外市場で石油・ガス関連の大型プラ
ントを手掛ける日揮株式会社、千代田化工建設株式会社、東洋エンジニアリング株式会社
の三社を研究対象とした。 
韓国のエンジニアリング企業としては、この三社とオープンマーケットで石油・ガスプ
ラントをめぐって直接競合する以下の六社を研究対象とした。Samsung Engineering Co., Ltd.
（サムソンエンジニアリング、以下、サムソン）、Hyundai Engineering & Construction Co., Ltd.
（ヒュンダイ建設、以下、現代建設）、SK Engineering &Construction Co., Ltd.（ＳＫ建設、
以下、ＳＫ）、Dealin Industrial Co., Ltd.（大林産業、以下、大林）、GS Engineering &Construction 
Co., Ltd.（ＧＳ建設、以下 GS）、Deawoo Engineering &Construction Co., Ltd.（大宇建設、以
下、大宇）。 
第2節 日本と韓国の競合 
第1項 日韓の逆転 
研究対象とした日本のエンジニアリング企業三社と韓国のエンジニアリング企業六社
 17 
について、２０００年以降の海外プラント新規受注高を比較したものが図 2-2 である。グ
ラフ中では、各企業が海外セグメントに計上したエンジニアリング関連の新規受注を合計
している。（すなわち、国内セグメントにおける新規受注は除外し、海外セグメントの非エ
ンジニアリング関連事業の新規受注も除外している。） 
 
図 2-2 日韓エンジニアリング企業の新規受注高比較（単位：億円） 
出所：各社アニュアルレポートおよび有価証券報告書他をもとに筆者作成  
 
日本のエンジニアリング企業三社の海外プラント受注高は２０００年から２００５年
まで順調に成長している。２０００年から２００２年までは三社合計５千億円前後で推移
していたが、２００３年に８千億円、２００４年に９千億円と徐々に受注高を伸ばし、２
００５年には史上最高となる１兆４千億円の受注を三社合計で達成している。ところがそ
の翌年、２００６年以降は減少傾向に転じ、２００８年には最高受注高の約４０％、およ
そ５千億円程度にまで急減している。 
これと入れ替わるように大幅な伸びを見せているのが韓国エンジニアリング企業であ
る。２０００年には六社合計で日本のエンジニリング企業三社合計の１０％にも満たない
５００億円程度の受注高しか計上されなかったものが、２００５年以降急伸し、ついに２
００７年には日韓が受注高で逆転（日本三社合計：６千億円、韓国六社合計：１兆３千億
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円）している。韓国エンジニアリング企業六社は、２００９年には日本三社の最高受注高
の１．４倍となる２兆円という巨額の受注を記録しており、およそ１０年間で４００倍の
成長を遂げている。日本の三社が史上最高受注高を記録したわずか３年後には、日韓企業
の受注高が逆転しただけでなく、最大二倍を超える差がつくなど日韓エンジニアリング企
業の逆転は急激な変化である。 
２０１０年は韓国企業の受注高が減少したために日韓の差は縮まったものの、依然１．
５倍程度の差が存在しており、再逆転が起こる予兆は見られない。このような事象からは、
日韓エンジニアリング企業間の逆転は一時的なものではなく、逆転が固定化されつつあり、
その背後には構造的な要因が存在すると考える方が適当である。 
第2項 日本のエンジニアリング企業 
日本のエンジニアリング企業は、１９７０年代の高度経済成長期に次々と新設された石
油精製プラント、および関連の石油化学プラントの需要急増を受けて大きく成長した。そ
の後、日本国内の需要が一巡したため、新たな成長機会を求めて東南アジアや中東、北ア
フリカといった海外市場への進出を本格的に開始した。 
そのような市場はすでに海外進出で先行していた欧米エンジニアリング企業によって
独占的に支配されていたが、日本企業はプラント設備投資に伴う顧客のリスクを積極的に
引き受けることで、海外市場でも急激な成長を遂げた。ポーター [1992]によれば、１９８
７年時点の国際的な建設入札における国別シェアは、アメリカ企業がおよそ２５％を占め
てトップではあるが、日本企業は１４％のシェアでアメリカに次ぐ第二位の位置を占める
までに成長している。 
日本のエンジニアリング企業は海外進出にあたり、ランプサムフルターンキー(Lump 
sum full turnkey、以下、ランプサム契約)という一括請負契約を積極的に採用した。ランプ
サム契約とは、巨大で複雑なプラント設備であっても、完成時にはまるで自動車のように
鍵を回せばすぐに動かせる状態で顧客に引き渡す、という契約条件である。しかも、プラ
ントの価格は契約時に合意した価格で固定され、契約時から引き渡し時までに起こりうる
様々なリスクはすべてエンジニアリング企業が引き受ける、という契約形態である。受注
するエンジニアリング企業にとってはリスクの高い契約形態であるが、発注元の石油企業
にとっては必要とされる技術的な検討や社内外関係者との調整、あるいは資機材の発注や
支払いなどといった煩雑な業務の大部分を、付随するリスクとともに外部発注できるメリ
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ットがある。他方、海外市場で先行していた欧米企業は、ランプサム契約に付随するリス
クを嫌い、この契約方式には積極的ではなかった。欧米企業では実際にかかったコストに
所定のフィーを乗せたうえで、案件の進行にあわせて随時清算するコストプラスフィーと
いう、ほぼリスクフリーな契約形態を好んで採用していた。 
自社の能力やリソースに不安のある国営石油会社にとっては、コストプラスフィー契約
よりもランプサム契約の方がはるかに魅力的であったため、これが日本のエンジ企業の海
外進出をドライブさせるエンジンの役割を果たした。 
こうして日本のエンジニアリング企業はリスクを積極的に引き受けるランプサム契約
を武器に、海外市場で先行する欧米エンジニアリング企業から市場を奪い成長していった
のである。 
第3項 韓国のエンジニアリング企業 
韓国のエンジニアリング企業も日本のエンジニアリング企業と同様に、１９８０年代の
韓国経済の高度成長期4に新設された石油精製プラント、および関連の石油化学プラントの
需要を受けて大きく成長した。韓国エンジニアリング企業は、石油企業を親会社として持
つ企業や、総合建設業（ゼネコン）の一部門としてエンジニアリング業に取り組んでいる
企業が多い。また、研究対象とした六社全てが大手財閥に所属しているといった特徴があ
る（第 6 章第 1 節に詳述）。 
国土の狭さや人口の少なさ、国内で競合するエンジニアリング企業の数の多さなどから、
韓国国内のプラント市場は日本よりも早いペースで進んだことは明白であろう。韓国にお
いてもこのような国内市場の飽和が、エンジニアリング企業の海外進出を促したものと考
えられる。 
ポーター [1992]は自身の著作『国の競争優位』の中で、「韓国企業では利益追求よりも
成長することが優先され、そのためにはリスクを負うことに何のためらいもない」と述べ
ている。加えて韓国では、「生き馬の目を抜くような熾烈なライバル間競争」が展開されて
おり、そのような競争は財閥同士の間に顕著であると同時に、これが韓国の競争優位に結
びついているとも述べている。 
韓国のエンジニアリング企業六社はすべて大手財閥に所属していることからも、それぞ
                                                     
4 韓国では 1970 年代から 1980 年代が高度経済成長期であったとされ、ソウル市内を流れる河川
の名前にちなんで「漢江の奇跡」とも呼ばれている。 
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れのエンジニアリング企業がポーターの主張する強い成長志向を持ち、激しいライバル間
競争を行っていると考えられる。韓国のエンジニアリング企業各社が新たな成長機会を求
めて、海外市場へ進出したことはごく当然の企業行動だったと思われる。 
海外進出のきっかけは、ベトナム戦争でアメリカ軍の営舎設営の業務を受託したことで
あった。その後、エンジニアリング企業として本格的に海外進出が進められたのは１９９
０年代に入ってからで、東南アジアなどの小規模プラントといったローエンドセグメント
から進出を始めている。海外進出は紆余曲折を経ながらも比較的順調に進んだが、１９９
７年のアジア通貨危機の影響を受けた際には一時的な停滞を余儀なくされた。 
実績の少なさから、上位セグメントである中東国営石油企業の市場や、メジャーオイル
市場への参入機会を得ることは困難であったが、２０００年以降の原油価格高騰により環
境は急変する。中東国営石油企業のセグメントが急拡大し（図 2-1 市場セグメントとプ
レーヤーの変化、日米欧の先行企業では顧客の投資意欲に応えることができず、エンジニ
アリングサービスの供給不足となった。この供給不足を解消するために韓国企業に参入機
会が提供され、この機会を積極的にとらえた韓国企業は上位セグメントへの進出を果たし
たと考えられる。 
上位セグメントへの進出を果たした韓国エンジニアリング企業六社の新規受注は急激
な増加を見せ、前述の通り、２００６年にはついに日本のエンジニアリング三社を超え、
その差は二倍以上にまで開いた。翌年以降２０１０年に至るまで日韓エンジニアリング企
業の差は継続している。 
第3節 研究の目的 
図 2-1 市場セグメントとプレーヤーの変化２０００年以前の韓国企業は東南アジア地
域などローエンドのセグメントで活動する一種のマージナルプレーヤーであった。実績の
ない韓国企業には、上位セグメントである中東国営石油企業の市場への参入機会が与えら
れておらず、海外進出で先行する日米欧のエンジニアリング企業がメジャーなプレーヤー
であった。 
ところが２０００年以降、中東国営石油企業の市場が急拡大し、日米欧の先行企業だけ
では設備投資需要を満たすことができない供給不足が引き起こされ、下位セグメントで活
動していた韓国企業に参入余地が生まれた。参入機会が拡大した韓国企業は急激に受注を
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伸ばし、新たな競合の出現に直面した日本企業は急激に受注を減らした。この結果、新規
受注高で日韓逆転が起こり、逆転された日本企業はハイエンド市場へ追い出されたものと
考えられる。 
本研究では、日本と韓国のエンジニアリング企業の詳細な事例研究を通じて、２００６
年以降、新規受注高で日本のエンジニアリング企業が韓国のエンジニアリング企業に逆転
されたメカニズムを明らかにするものである。 
事例の比較に際しては、市場環境や経済情勢といった企業を取り巻く外部環境の変化や、
日本企業と韓国企業それぞれに固有の経営姿勢を産み出した内部環境、あるいは両者に共
通する環境変化であっても、これに対して日韓企業で異なる意思決定が導き出された理由、
などの要素に着目している。 
また、中東国営企業のセグメントを代表する顧客であるサウジアラビアの国営石油会社
にインタビューを行うことで、事例分析に客観的な視点を加えている。 
次章以降においてこのような要素を詳細に検証し、日韓エンジニアリング企業の逆転が
引き起こされたメカニズムの解明を進めてゆく。 
 
 22 
第3章 エンジニアリング産業の特徴 
第1節 技術的な特徴 
第二次大戦後直後の日本では、石油精製プラントもエンジニアリング企業も小規模であ
ったため、プラントオーナーが社内に工務部門を保有し、プラントの設計、調達、建設と
いったエンジニリング業務の大部分を自社で行っていた。やがて経済規模の拡大に伴って
プラント規模も拡大してくると、プラントオーナーが自社リソースで対応するにはコスト
がかかりすぎるとの理由から、プラント建設をエンジニアリング企業に一括発注するアウ
トソーシングが進んでいった5。 
このような経緯から、プラント建設に関する全ての業務を一括で請け負うエンジニアリ
ング企業の扱う要素技術は幅広く、土木、鉄鋼構造、機械装置、金属材料、制御システム、
電気技術、化学工学など、多岐にわたる点が特徴的である。 
プラント設備は単体機械などと異なり、多数の装置や機器、制御システムなどが統合さ
れることで初めて所定の性能を発揮することができるプロセス設備である。これら多数の
装置や機器、制御システムなどを統合し整合性を維持するには多大な労力が必要とされる。
異なる装置や制御システムを統合するために、エンジニアリング企業のエンジニアには、
専門とする工学領域の知識だけではなく、隣接工学領域の知識や、各種装置や機器を技術
的にすり合わせる能力が要求される。 
エンジニアリング企業が海外市場へ進出するには、自国の技術標準だけでなく、ASME 
Standard(アメリカ機械学会標準規格、ASME: American Society of Mechanical Engineers)や
API Standard(アメリカ石油協会標準規格、API: American Petroleum Institute) といった石油・
ガスプラントの設計に用いられる国際標準規格を熟知する必要がある。標準規格以外にも、
顧客企業の独自の標準規格や仕様、さらには仕向け国の法規といった多くの関連要求事項
を整合的に遵守する能力も求められることも技術的な特徴の一つである。 
                                                     
5 日揮社史「激動の２１世紀を超えて」2002 年発行 
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第2節 エンジニアリング企業のバリューチェーン 
エンジニアリング企業をバリューチェーンとして表現すると図 3-1 のようになる。複数
のプラント案件を並行して進めるエンジニアリング企業はプロジェクト型組織となるので、
社内組織は本社機能とプロジェクト機能に大きく分けられる。プロジェクト機能では、プ
ラントの設計、調達、建設を行う専門機能と、これら専門機能全体を管理し調整するプロ
ジェクトマネージメントの統合機能が組み合わされて、プロジェクトが遂行される。専門
機能は設計、調達、建設の三部門で表現されているが、実際にはそれぞれの部門が前述の
工学要素ごとに分割されており（化学工学、土木設計、機械設計、電気設計、制御設計な
ど）、非常に多くの部門が関与して一つのプロジェクトが遂行される。遂行組織のうえでは
プロジェクトマネージメント部門がこれら専門機能部間の調整に一義的な責任を負うが、
部門間や外部企業との技術的すり合わせや、工程の調整などといった細部に至るまでの全
てに関与することは現実的には困難であり、効率も悪くなりがちである。このため専門機
能を担当するエンジニアであっても、専門知識だけでなく社内外の利害関係者を調整する
といったマネジメント能力が要求される。 
エンジニアリング企業は一般的に生産設備を自社で保有しないため、企業内のバリュー
チェーンには生産や製造といった活動がない。建設工事も通常は建設業者へ発注し、監督
管理だけを請け負うことがほとんどである。このことは、エンジニアリング企業が保有す
るリソースの大部分は人材であり、すなわちエンジニアの質がエンジニアリング企業の質
を規定すると言える。 
図 3-1 エンジニアリング企業のバリューチェーン 
 
出所：筆者作成 
統合機能
専門機能
プロ ジェ クト機能 マ ージン
プロジェクトマネージメント
本社機能
（人事・営業・財務・他）
建設調達設計
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石油関連業界を専門とするアメリカの業界コンサルタントによる報告（詳細は第 5 章第
2 節参照）に、顧客企業がエンジニリング企業を選定する際に重視する要素のランキング
が記載されている。この報告によれば、顧客企業が重視する要素の第一位がエンジニアリ
ング企業各部門のキーパーソンの質であり、第三位がマネジメント能力だと報告されてい
る。これらの順位は応札価格（四位）よりも高く評価されており、この点からもエンジニ
アリング企業におけるエンジニアの質の重要性が確認できる。 
次節より、エンジニアリング企業のバリューチェーンにおけるそれぞれの機能について、
技術的な特徴をまとめる。 
 
第1項 設計部門 
エンジニアリング企業はプラントを設計するために多くのエンジニアを必要とする。日
本の代表的なエンジニアリング企業の場合、社員に占めるエンジニアの割合は８０％にも
なる。プラント設計では、製造プロセスや反応プロセスを設計するための化学工学をはじ
めとして、土木工学、機械工学、構造力学、金属工学、電気工学、制御工学などといった
主要な工学系ほとんど全ての分野で人材が必要となる。また、前述の通り、自らの専門領
域だけでなく、隣接分野とすり合わせる能力やマネジメント能力が要求される。 
このような高い要求を満たす必要があるため、多くの日本のエンジニアリング企業では
設計技術者を自社で採用し育成することが一般的であり、自社で育成するエンジニアの高
い能力がエンジニアリング企業の競争力を支えていると考えられている。 
第2項 調達部門 
設計の大部分を自社で行うこととは異なり、エンジニアリング企業が生産設備を自社で
持つことはほとんど無い。プラントに必要な資機材は、コンクリート、鋼材、配管、反応
塔、発電機、ボイラー、ケーブル、制御システムなどと幅広く、プラントごとに機器構成
や仕様も大きく異なることから、自社生産では経済的な合理性が成立し得ないためだと考
えられる。 
このため、必要な資機材は広く国際的なマーケットを通じて調達される。バルク品と呼
ばれる鋼材やパイプ、電気ケーブルなどといった付加価値の低い材料は、価格競争力を求
めて労働コストの低い新興国から調達されることが多い。逆に、石油・ガスプラント特有
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の規格を満足させる大型で高性能な製品は欧米などの先進国でしか生産されていない場合
も多い。調達部門には所定の仕様を満足する製品を国際的なマーケットから探し出し、そ
れをできるだけ低価格で購入するため、広く世界中のベンダーにアプローチすることが求
められる。 
エンジニアリング企業が海外プラント市場へ進出するためには、資機材の発注手続きや
価格交渉力といった一般的な購買能力だけでなく、国際的な契約や、発注先となる外国企
業の評価、トラブル時の調停能力、といった国際調達のための特別な能力が要求される。
このような能力を習得するには多くの経験と実績を必要とすることから、新規参入企業が
短期間で習得することは困難である。このため、豊富な実績と経験に裏打ちされた国際調
達能力の獲得は、参入障壁の一つとして機能している。 
第3項 建設部門 
石油・ガスプラントの場合、建設工事は建設業者へ発注し、エンジニアリング企業は監
理監督のみを行うことが一般的である。日本のエンジニアリング企業が海外進出を始めた
当初の１９７０年代には、現地工事においてもゼネコンをはじめとする日系企業を起用し、
現場監督から建設作業員に至るまで多くの日本人を連れていくことが行われていた。しか
し、１９８５年のプラザ合意以降急激に進行した円高に伴い、徐々に現在のような現地企
業への発注方式に切り替えられていった。しかし、韓国エンジニアリング企業は自国通貨
であるウォンが安いことから、現在でも現地建設工事の一部を韓国系建設企業に発注した
り、韓国人労働者を連れて一部の建設工事を自ら手がけることも多い。発注先の建設企業
は小規模な会社が多く、取引の継続を条件に安値での受注を受け入れる企業も多いとされ
る。自分たちで直接建設工事を行うのは、現代建設や大宇などゼネコンとしてのバックグ
ラウンドを持つエンジニアリング企業の場合に顕著である。 
海外の建設工事の特徴として、専門分野ごとに建設会社を分割する方式を採用すること
が挙げられる（例：土木工事、機械工事、設備工事、電気工事など）。プラント規模によっ
ては、専門分野や施工エリアの組み合わせによって１０から３０社もの建設業者に分割発
注されることも少なくない。 
このような海外の建設工事を円滑に進めるうえでは、複数の現地工事業者の間で対立し
がちな利害関係を取りまとめ、間違いや欠陥による追加的なコストが発生しないよう、品
質管理を行う必要がある。概して石油・ガスプラントの建設施工は複雑で工程管理が難し
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いことから、エンジニアリング企業による十分な指導や監督なしには所定の目標を達成す
ることは困難である。エンジニアリング企業の建設部門の技術的な特徴は、自らは直接工
事を行わず、複数の建設企業の品質と工程の管理を行うことにあると言える。 
第4項 プロジェクトマネージメント部門 
上述の設計、調達、建設といった各部門を取りまとめ、全体を統合するのがプロジェク
トマネージメント部門である。顧客に対して全体の責任を有する部門であり、プロジェク
トマネージャーが案件の最高責任者となる。さらに、営業や財務などといった本社部門と
の調整はプロジェクトマネージメント部門が行う。 
設計、調達、建設といった高い専門性を有する部門を統合し調整するために、プロジェ
クトマネージメント部門の人員も相当程度の技術的知識を有していることが求められる。
一方で、特定の専門分野をもたないために客観的な業務の規定が困難であり、それゆえプ
ロジェクトマネージメント部門で活躍できる人材の流動性は低く、実質的に同業社間でし
か流通させることができない特徴を有する。 
第3節 プラント市場の特徴 
第 2 章で述べた通り、石油・ガスプラントの市場はハイエンドから順に、メジャーオイ
ル、中東国営石油企業、東南アジアに代表されるその他地域の石油企業や石油化学企業、
自国内市場の四つのセグメントに分類することが可能である。このような市場セグメント
の特徴をまとめたものが図 3-2 である。 
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図 3-2 石油・ガスプラントの市場セグメント 
市場セグメント 案件規模 収益性 
 
技術的要求水準 
ハードスキル ソフトスキル 
メジャーオイル 
 
大規模 低い 
 
非常に高い 非常に高い 
中東国営 
石油企業 
大規模 高い 
 
高い 低い 
東南アジア 
などの石油企業 
小・中規模 低い 低い なし 
国内石油企業 
 
小・中規模 高い 高い 低い 
出所：筆者作成  
 
図中では市場セグメントごとに設備投資の規模とその収益性、各セグメントの顧客によ
って要求される技術水準を示している。要求される技術水準はハードスキルとソフトスキ
ルに分解されており、ハードスキルとはプラントの設計、資機材の国際調達、海外での建
設工事、品質管理、納期管理、コスト管理などといった能力を表す。一方、ソフトスキル
とは、コンプライアンス（法律や倫理の遵守）、トレーサビリティ（使用部品や材料などの
製造履歴管理）、環境への配慮と保護といった観点から要求される能力であり、これらの能
力は主に顧客のステークホルダーに対する説明責任を満たすために付随的に要求される能
力である。 
日韓のエンジニアリング企業はともに国内市場からスタートし、国内石油企業の高い要
求を満たすためにスキルレベルを上げていった。次に、案件規模が小さく収益性は低いも
のの、ハードスキルの要求水準が低く、ソフトスキルの要求がない東南アジア地域などの
ローエンドセグメントから海外進出を始めている。 
次項以降では、これら市場セグメントの特徴をハイエンドから順に概観する。 
第1項 メジャーオイル 
ＢＰやロイヤルダッチシェル、エクソンモービルといったメジャーオイルと呼ばれる国
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際石油資本企業が顧客であるこのセグメントが、プラント市場における最上位のハイエン
ドセグメントである。このセグメントでは、ハードスキル、ソフトスキルともに最高水準
を要求される。メジャーオイル各社は極めて巨大な企業であり、ＢＰの年間売上高はおよ
そ２３兆円、エクソンモービル２８兆円、英蘭ロイヤルダッチシェルも２８兆円という規
模である（各社２０１０年のアニュアルレポートによる）。 
メジャーオイルは民間企業として、常に高い生産性と資本効率を追い求めており、石
油・ガスプラントの設計や運転に適用される技術レベルは世界で最も高く厳しい。各社と
も世界でトップクラスのエンジニアを自社のエンジニアリング拠点に保有し、自社開発の
技術仕様や標準プロシージャーを世界中の全ての生産拠点に適用し、厳格に運用すること
で、高い生産性と効率性を追求している。 
 
メジャーオイルは石油やガスといった一般に広く利用される製品を扱うことから、ステ
ークホルダーが極めて広範にわたるのが特徴である。このため、ＣＳＲと呼ばれる企業の
社会的責任についてもその責任範囲が広く大きいとされる。たとえば２０１０年に起こっ
たメキシコ湾の原油流出事故では、生産主体であるＢＰの責任がアメリカ議会を中心に激
しく追及されたこともあり、賠償基金としておよそ１兆５千億円（２００億ドル）を拠出
している。このような事態の結果、一時的にせよ時価総額が１、８３０億ドルから１、１
５０億ドルまで４０％も急落6しており、このような事象からもステークホルダーの多さと
責任範囲の広さが確認できる。メジャーオイル自身もその責任を果たすことが自らの事業
基盤を維持するうえで重要だと認識しており、メジャーオイルのプラント案件では常に幅
広い説明責任が強く意識されている。具体例としては、環境保護のために、プラント敷地
のジャングルに密生するすべての樹木にタグをつけ、記録を取った上で伐採を行う例や、
砂漠の中のプラント建設で発生した可燃ごみを焼却する際に有害物質が発生しないよう、
特別な焼却炉を輸入して（すなわち、プラント建設国の法令基準より高い基準が適用され
たことを意味する）使用した例などがあげられる。 
このような背景から、メジャーオイルのセグメントでは顧客企業側が負う説明責任に付
随して要求されるコンプライアンス（法律や倫理の遵守）、トレーサビリティ（使用部品や
材料などの製造履歴管理）、環境への配慮や保護といったソフトスキルに関する要求水準が
                                                     
6 ニューズウィーク日本語版 2010 年 7 月 16 日付記事「原油流出 暴落ＢＰ株は今が買い時か」
http://www.newsweekjapan.jp/stories/2010/07/bp-2.php 
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非常に高い。 
ソフトスキルは技術的な規格や標準とは異なり、一般的な工学教育やトレーニングで習
得することは困難である。経験の浅いエンジニアリング企業にとってソフトスキルを身に
つけることは容易ではなく、このセグメントへの新規参入を狙う企業にとってひとつの参
入障壁として機能していると考えられている。メジャーオイルがソフトスキルを重視する
ことは、業界レポート（第 5 章第 2 節参照）における、「当社は一定の質やサービスを求め
ており、安すぎる業者は排除している。」というメジャーオイル幹部の発言からも、その一
端を確認することができる。 
 
プラント規模が大きくハードスキル、ソフトスキルともに要求水準が高いにも関わらず、
収益性が低いこともこのセグメントの特徴の一つである。 
エンジニアリング企業は、ランプサム契約の中でコストダウンアイデアを創出し、コス
トダウンによって生まれる契約金額との差額を収益源のひとつとしている。たとえば、プ
ラント性能を落とすことなく特定の機器や部材のサイズダウンを図り、該当コストを削減
することで収益を得る等の手法が用いられている。これらコストダウンアイデアの実行に
ついては顧客による承認が前提であり、応札時には個別アイデアが検討されないことから、
コストダウンの余地が残されていることになる。コストダウンアイデアが事前に確認され
ないのは、多くの企業が参加する競争入札には時間的な制約があり、入札企業間で競争条
件の公平性と透明性が確保されなければならない、という顧客企業側の事情による。この
ため、特定のエンジニアリング企業が提案するコストダウンアイデアが詳細に議論される
ことはほとんどなく、これをどこまで入札価格に織り込むかがエンジニアリング企業の受
注戦略の要ともいえる。中東国営石油企業のセグメントではこのような戦略が有効に機能
することから、エンジニアリング企業にとって収益性の高いセグメントなっている。 
しかし、メジャーオイルの案件では技術的な仕様や要求が明確で、かつ厳密な適用を求
められることから、このようなコストダウンアイデアが認められる余地は極めて限られる
のが実情である。エンジニアリング企業によって提案されるコストダウンアイデアを認め
れば、あたかもメジャーオイルがエンジニアリング企業の利益拡大を助けているようにも
映り、多くのステークホルダーと複雑な利害関係を持つメジャーオイルにとっては積極的
に承認するインセンティブが働かないとも言える。 
このような事情から、ハイエンドセグメントにもかかわらず、エンジニアリング企業に
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とっては収益性が低いという特徴がある。 
第2項 中東国営石油企業 
中東産油国における主要な国営席企業は、国有化以前にはメジャーオイルの資本が入っ
ていたところが多い。サウジアラビアやＵＡＥ、カタールなど産油量が大きく、資金的力
のある国営石油企業では、かつてメジャーオイルによって導入された技術基盤を継承して
いる。このことが技術的な要求水準を東南アジア地域の企業などと比べて相対的に高いも
のにしている。 
サウジアラビアやＵＡＥ、カタールなど豊富な産油量を誇る国々では、潤沢な国家収入
と少ない人口があいまって国民一人当たりのＧＤＰは高く7、生活水準は産油諸国の中でも
高い。このため国民の教育水準も概して高く、欧米への留学経験者も多い。産業に乏しい
産油国では国営石油企業は国家収入の中核をなす中心的産業であり、国内でも優秀な人材
を優先的に採用できるアドバンテージもある。 
一般的に中東では日本人や日本企業はイコールパートナーとして好意的に受け止めら
れることが多い。一方で英語を流暢に操ることができるうえに、気性の激しいアラブ人特
有の民族性も手伝って、非常にタフな交渉相手としても有名である。英語を得意としない
東南アジアの顧客とは異なり、中東国営石油企業には正確な英語で論理的な説明を行うこ
とが必要となる。そのうえで交渉巧者の相手から有利な条件を引き出し、妥協点を導き出
すスキルやテクニックが必要となる。日本のエンジニアリング企業の例を挙げれば、東南
アジアの国営石油企業向けのプラントであれば英語が苦手でもシニアな日本人エンジニア
であれば、顧客や周辺関係者は敬意をもって接してくれるため、それほど仕事に苦労しな
いことが多い。しかし、中東国営石油企業の場合には、正確な英語による論理的な説明や
議論ができなければ、たとえ経験豊富なシニアクラスの日本人エンジニアであっても受け
入れられない。日本のエンジニアリング企業は、ターゲットとするセグメントを東南アジ
ア地域から中東国営石油企業のセグメントへ移行させる際に、社内人材の能力と需要のミ
スマッチを経験している。このようなミスマッチを解消するために、日本のエンジニアリ
ング企業は１９９０年代後半から人材教育やトレーニングへの再投資を行い、英語力や論
                                                     
7 国別人口と一人当たりＧＤＰ：サウジアラビア 2,600 万人/ 23,000us$。カタール 140 万人/ 
78,000us$、ＵＡＥ 460 万人/ 47,000us$。日本 1 億 2,800 万人/34,000us$。一人当たり GDP では日本
より、カタールとＵＡＥのほうが高いことがわかる。（IMF world Economic Outlook, September 2011） 
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理的な説明能力の補強を行ってきた。 
 
このように中東国営石油企業はハードスキルの要求水準が比較的高い一方、ソフトスキ
ルの要求水準はメジャーオイルと比較して低い。これは前項で記述したように、国営企業
のステークホルダーは非常に少なく、また国家収入の大部分を石油収入に頼る産油国では
石油企業と一般市民との利害対立も起こりにくいためと考えられる。 
前述の通り、エンジニアリング企業が提案するコストダウンアイデアに対しても柔軟な
対応が示されることが多い。顧客企業側にもコストメリットやスケジュールメリットがあ
るなど、顧客企業側で社内的に受け入れられる理由があれば積極的に認められることも多
い。エンジニアリング企業は儲け代のある価格で入札し、受注後のコストダウンアイデア
でさらに利益を上乗せできることから、収益性の高いセグメントなっている。 
第3項 東南アジアなどの中小国営石油企業 
インドネシアやマレーシアといった産油・産ガス国の国営石油企業は、石油・ガスの産
出量が小さく輸出余力に乏しいため8に、中東国営石油会社と比べて企業規模が概ね小さい。
これらの国々は経済発展の度合いも低いため、教育水準も概して低く、海外留学のような
機会を得られるのはごく一部の富裕層や官僚などに限られる。このため技術レベルは全般
的に低く、エンジニアリング企業に対する要求水準も中東国営企業と比べて低い。 
これらの国営石油企業は国際的なビジネスの経験が少なく、英語による交渉を苦手とす
ることも多い。先進国企業に対してどこか遠慮がちな態度を示す企業もあり、発注先であ
るエンジニアリング企業に対して顧客としてのパワーを十分発揮することができず、交渉
力を弱める一因ともなっている。企業としての成熟度も低く、ステークホルダーも少ない
ことから、ソフトスキルの要求は実質的に存在しない。 
このような背景から、日韓のエンジニアリング企業が海外進出を始めるに当たり、この
ような中小国営石油企業のローエンドセグメントから攻め込んでいったことは必然の結果
であったともいえる。実際、東南アジア全体が成長著しかった１９９０年代前半には大型
の案件も多く、日本企業が東南アジアを中心とした市場で高い利益をあげていた時期もあ
                                                     
8 国別産油量：中東諸国では、サウジアラビアが日量 976 万バレル（ロシアに次ぐ世界第二位）、
ＵＡＥ280 万バレル（同 8 位）に対して、東南アジア産油国ではインドネシア 100 万バレル（21 位）、
マレーシア 70 万バレル（同 26 位）など。ただしインドネシアは原油の純輸入国なので、外貨獲得
にはほとんど貢献していない。（BP Statistical Review of World Energy, June 2011） 
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る。しかし、全般的には中小規模の案件が多いことから、より収益性の高い中東の上位セ
グメントに移行してゆくこととなった。 
第4項 国内石油企業 
欧米の国内石油企業の大部分はメジャーオイルであることから、要求される技術水準は
当然高い。日本国内の石油企業も多くの優秀なエンジニアを自社の工務部門に採用してい
ることから、技術レベルは全般に高く、エンジニアリング企業に対する要求水準も高い。
このような国内石油企業との取引が日本のエンジニアリング企業の出発点であり、エンジ
ニアリング企業としての実力を高め、能力を発達させることに役立ったと考えられる。 
国内石油企業の市場では、自国のエンジニアリング企業と言語や商習慣といったものを
共有していることから取引コストが低く、海外エンジニアリング企業の参入余地は極めて
限定的である。日韓のエンジニアリング企業は自国内市場で保護され、海外の競合企業の
脅威に直面しなかったので、海外進出を図れる一定規模にまで成長することができたと考
えられる。 
外国企業の参入を阻んでくれた独自の言語や商習慣は反面では、日本企業や韓国企業に
とって海外進出にあたって克服すべき大きな課題となり、欧米企業と比較してその克服の
ためにより大きな労力を要したものとも考えられる。 
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第4章 日韓逆転のメカニズム 
第1節 原油価格の急騰 
図 4-1 はＩＭＦがウェブ上で一般公開しているデータをもとに、ＷＴＩと呼ばれる代表
的な国際原油取引価格の推移をまとめたものである。 
かつて原油価格は１９９０年代を通じて１バレル（約１６０リットル）２０ドル前後で
安定しており、産油諸国やメジャーオイルが低収益に悩まされていた。しかし、２０００
年からリーマンショックが発生するまでの期間、同時多発テロの影響による一時的な値下
がり局面を除けば、ほぼ一貫した上昇トレンドに移行した。上昇トレンドの第一局面とも
いえる２０００年から２００５年の５年間においては、およそ年率１３０％のペースで上
昇している。 
図 4-1 原油価格の推移 
 
出所：IMF ウェブサイト9のデータをもとに筆者作成 
 
                                                     
9 IMF: International Monetary Found - http://www.imf.org/external/np/res/commod/index.aspx  
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２００５年以降も原油価格は上昇トレンドを継続する。２００７年のサブプライム住宅
ローンを原因とする信用危機による価格急落が起こったものの、その後の回復過程ではか
えって加速度を増した価格上昇が発生し、価格上昇の第二局面に突入する。２００７年か
ら２００８年９月にリーマンショックによる世界的な金融危機が起こるまでの１年半の間
で、実に二倍以上となる急激な価格上昇を続けた。２００８年６月と７月には、１バレル
１３３ドルという史上最高値を記録している。 
２０００年より始まった原油価格の上昇は産油諸国に国家歳入の増加をもたらす一方
で、アメリカ経済の先行きに暗い影を落としていた。アメリカではガソリンや航空燃料な
どの生活費に占める割合が高いため、燃料価格の高騰が個人消費の低迷につながり、これ
が景気を冷やす要因となるためである。当時のアメリカ政府はこのような自国経済の後退
圧力にさらされており、産油諸国による増産によって油価の抑制を図ることは、その打開
策として重要な経済政策のひとつであった。しかし、増産余力をもつ産油国は実質的には
サウジアラビアしかないとされていることから、当時のアメリカ大統領ジョージ・Ｗ・ブ
ッシュは２００８年１月10と８月11の二度にわたり中東を歴訪し、サウジアラビアに原油増
産を直接要請している。アメリカ合衆国大統領が国際会議など特別の理由なく一年間の間
に二度も同じ国を訪問することは異例であり、その事実から、増産による原油価格抑制が
アメリカにとって重要な政策課題であったことが伺える。中東産油国の中でもサウジアラ
ビアは比較的安定した親米政権である。ＯＰＥＣ加盟国の中にあって最も生産能力が大き
いために国際原油市場に対する影響力も大きく、また、増産余力を持つ数少ない産油国で
あったことが二度にわたる訪問の理由であったと推定される。同様の理由から、ヨーロッ
パ各国もサウジアラビアの増産に強い期待を示しており、サウジアラビア政府と同国国営
石油企業には国際社会から強いプレッシャーがかけられた。 
 
一方サウジアラビアは、原油価格の高騰は市場における需給関係のひっ迫ではなく投機
資金の流入が原因だとして、増産による価格抑制効果は限定的であると強く主張していた。
しかし、このような見解の相違が産油国と消費国の間に緊張を生み、価格高騰にさらなる
拍車をかける要因のひとつともなっていた。ただし、サウジアラビアには必ずしも原油価
格の高値誘導の思惑があったわけではなく、同国にとっても１バレル１００ドルを超える
                                                     
10 2008 年 1 月 15 日付日経新聞「米大統領サウジ国王と対談」 
11 2008 年 5 月 8 日付日経新聞「米大統領サウジなどに原油増産を要請」 
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原油価格は望ましくないものであったと考えられる。必要以上に高い原油価格は世界経済
を減速させ、石油需要そのものを落とすだけでなく、再生可能エネルギーといった代替エ
ネルギーの開発や普及を加速させてしまうことをサウジアラビア自身がよく認識していた
ためである。 
このため、当時のサウジアラビアは増産以外に原油価格を抑制するための手段を様々に
講じていた12。しかし、原油価格の高騰が一向に収まる気配を見せないことから、国際社
会からの要請に応える形で増産に踏み切った。具体的には、原油価格が史上最高値をつけ
た２００８年６月に日量１００万バレル、さらに７月にも追加で日量５０万バレル、あわ
せて１００万バレルの増産を宣言し13、同国の産油量は５％増となる日量９６０万バレル
となった。さらに、２００９年までに新規油田の開発により日量１，２５０万バレルにま
で産油量を引き上げると同時に、トタール（仏）やシェブロン（米）などの外国資本を導
入した大型石油精製設備を三か所（ジュベールエクスポートリファイナリー、ヤンブーエ
クスポートリファイナリー、ジッダエクスポートリファイナリー）新設するという発表も
している（ジッダエクスポートリファイナリーは後にキャンセル）。計画された製油所計画
はどれも大型であるため、一件当たりの投資額は数百億ドル程度と推定される。これは、
原油価格高騰の原因が原油の供給能力不足だけでなく、アメリカ国内の石油精製能力の不
足（特にハリケーンカトリーナによって大きな被害を受けたメキシコ湾沿岸の精製設備）
にもあるとの指摘に対応する、精製能力不足の解消を目指した動きの一環でもある。 
精製能力の増強計画と合わせて、長期的な増産計画の一環として発表されたのは、クラ
イス、マニファ、クルサニアという三つの大型新規油田開発計画であった。このうちクラ
イス油田は、サウジアラビアの首都リヤドの東２００ｋｍ付近に位置する大型油田であり、
日量１２５万バレルの産出が期待されている。サウジアラビア国営石油企業にとっても大
型投資であり、投下される資金はおよそ１００億ＵＳドルと報じられている14。 
 
増産や新規油田開発、さらには大型石油精製所の新設など、矢継ぎ早に積極的な増産政
策を打ち出すサウジアラビア政府ではあったが、その実現性に疑念を抱く国際報道や論調
                                                     
12 サウジアラビアによる油価抑制策の一環として、2008 年 6 月 22 日サウジアラビア東部ジッダ
にて産油国と消費国の閣僚級緊急会合が開催されている。これにはブラウン英国首相、ポドマン米
国エネルギー長官、甘利経済産業相らが参加している。（2008 年 6 月 23 日付日経新聞「原油高対策 
投機抑制へ規制必要」） 
13 2008 年 6 月 16 日付日経新聞夕刊「サウジ追加増産国連総長に表明」 
14 2008 年 6 月 23 日付 Bloomberg Business week 
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も多く、市場の供給能力不足の懸念を払拭し原油価格の抑制を実現するまでには至らなか
った。サウジアラビアを中心とする産油国はアラブ主義とも呼ばれる独特の統治手法を採
用していることから、日米欧と言った民主主義国家と比較して情報公開が十分ではなく、
これをチェックするメディアの機能も十分には発達していない。特に原油埋蔵量や生産計
画などは国家機密として公開されておらず、このような姿勢が国際社会の疑念を増幅して
しまった側面は否めない15。 
このように原油価格抑制のために様々な国際的努力やコミットメントがなされたにも
関わらず、結局リーマンショックによる価格急落が起こるまで原油価格の上昇は続くこと
となった（図 4-1 参照）。 
第2節 市場の急拡大 
日経産業新聞に定期的に掲載される「ただいま商談中」という記事から、中東・北アフ
リカ地区における石油・ガス関連プラントの案件金額を市場動向として独自に再集計し16、
グラフ化したものが図 4-2 である。 
この集計結果によれば、中東・北アフリカ地域の石油・ガス処理プラントの市場規模は
１９９０年から２０１０年までの２０年間、おおよそ１兆円から２兆円の範囲にあること
がわかる。国営石油会社による設備投資の意思決定は、原油価格や世界的な景気動向など
といった外部環境の変化に強く影響を受けるため、プラント市場も外部環境の変化につれ
て激しく上下している。 
１９９０年代前半は東南アジア経済の急成長を受けて、この地域のプラント市場も上昇
傾向を続け、１９９４年には２兆円近くにまで膨張したが、１９９７年のアジア通貨危機
の影響により６千億円を下回るまでの激しい落ち込みとなった。この時期、新聞記事など
ではプラント暗黒時代などとも呼ばれ、次節にて詳述する通り、日本のエンジニアリング
企業は急速に業績を悪化させていった。この結果、企業規模の縮小や外部資本による救済
などが起こった（第４章第３節にて詳細記述）。 
                                                     
15 2008 年 7 月 17 日日経ビジネスオンライン記事「サウジの原油増産に疑問符、日量 1250 万バレ
ルまで増やすのは本当に可能？」など他多数 
16 毎月掲載される記事のうち 12 月の記事を対象として抜き出し、中東北アフリカ地区の案件を集
計。集計に際しては、石油・ガスに関連しないプラント案件（製鉄、発電、精錬、肥料プラントな
ど）を除外 
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図 4-2 中東・北アフリカの石油関連プラント市場動向 
 
出所：日経産業新聞（1990 年から 2010 年までの記事）をもとに筆者作成  
 
アジア通貨危機を挟んで大きく落ち込んだ市場動向だが、２０００年以降の原油価格の
回復に支えられて再び回復し始める。２００１年のアメリカ同時多発テロの影響を受けて
一旦落ち込むが、結局これは一時的な現象に過ぎず、２００５年に２兆円を超える最大規
模にまで成長する。この年、日本のエンジニアリング企業は三社合計で１兆４千億円とい
う史上最高の受注高を計上している。（図 2-2 参照） 
 
翌２００６年からは、市場規模が集計では１兆５千億円前後で推移したかのようになっ
ているが、この点には疑問が多いようにも感じられる。リーマンショックやそれに先立つ
欧州の信用不安が、設備投資に少なからぬ影響を与えたことは想像に難くない。しかし、
当時サウジアラビアに駐在していた経験から、中東産油国では依然積極的な設備投資が続
けられていた様子を直接体験しており、実体験とのかい離を感じるためである。 
このようなかい離は日経産業新聞の記事が主に日本企業や商社を通じて情報収集して
いるためではないかとも考えられる。２００６年以降、日本のエンジニアリング企業は前
年までに積み上がった受注の消化を優先して新規受注を手控えていた。同時に、主要な案
件で韓国企業が受注を積み重ねていった時期でもある。 
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他方、一般財団法人石油エネルギー技術センター17では、中東・北アフリカ地域の石油・
ガスプラント市場の動向として Arab Petroleum Investment Corporation（以下、ＡＰＩＣ）の
レポートを紹介している。ＡＰＩＣはアラブ石油輸出連盟に加盟するアルジェリア、エジ
プト、リビア、イラク、シリア、クウェート、バーレーン、カタール、ＵＡＥ、サウジア
ラビアといった１０カ国政府が共同出資する投資調査会社である18。 
図 4-3 は２０１０年１０月にＡＰＩＣが調査した中東・北アフリカ地域におけるエネル
ギー関連投資額の推計である。棒グラフ一本分は５年分の投資額を表しており、これを毎
年見直すローリングデータとなっている。 
図 4-3 中東・北アフリカ地域におけるエネルギー投資（5 年分のローリングデータ） 
 
出所：APIC レポート19をもとに筆者作成  
 
ＡＰＩＣレポートでは２００４年以降のデータしかないが、中東地域のプラント市場が
２００４年以降急激に拡大しており、２００９年までの５年間でおよそ３倍にまで成長し
ていることが分かる。さらに、リーマンショックの影響による落ち込みは一時的な現象に
                                                     
17 石油エネルギー資源分野における技術開発、情報収集と調査を事業としている一般財団法人、
http://www.pecj.or.jp/japanese/index_j.html 
18 Arab Petroleum Investment Corporation -http://www.apicorp-arabia.com/html/cms/  
19 Arab Petroleum Investments Corporation (Economic Commentary vol.6 No 1-2), Jan-Feb2011 
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すぎず、ほぼ一貫して投資額が成長していることも報告されている。ＡＰＩＣによるレポ
ートでは、原油需要が堅調であることと、原油価格も上昇傾向にあることから、２０１０
年以降も当面の期間にわたり、アラブ域内におけるエネルギー関連の投資額は増加傾向を
続けるものと分析している。 
第3節 日本企業の対応 
日本のエンジニアリング企業は主に中東市場の急拡大を受けて、２００５年に三社合計
でおよそ１兆４千億円という史上最高の受注高を記録している（図 2-2 参照）。この時期、
日揮はサウジアラビア国営石油会社向けガス処理プラントと、住友化学がサウジアラビア
に設立した合弁企業向け大型石油精製コンプレックスをほぼ同時期に受注するなど、およ
そ６千億円を受注している。千代田化工建設もカタール向けＬＮＧプラントの増設工事６
系列分をテクニップ（伊）と共同で受注しており、およそ７千億円の受注高を計上してい
る。 
日本企業は翌年以降、市場の拡大が継続しているにもかかわらず、新規受注を控えると
いう意思決定を行っているが、この意思決定には９０年代末の深刻な経営危機と因果関係
があると考えられる。 
第1項 日本企業の経営危機 
日本のエンジニアリング企業各社はアジア通貨危機の前後に深刻な経営危機を経験し
ている。１９９０年代、好調な東南アジアプラント市場に欧米エンジニアリング企業や、
日本の重工や造船などいわゆる兼業エンジニアリング企業までもが参入してきたことで価
格競争が激しくなっていた。９０年代半ば以降は特に、厳しい競争環境の中で受注したプ
ラント案件が多かったため収益性を落としていたのだが、そこにアジア通貨危機が発生し
た。顧客企業の資金繰りの問題から、プラント建設途中での中断や新規案件のキャンセル
などが相次ぎ、エンジニアリング企業の採算性は急速に悪化した。東南アジア経済の低迷
から原油の市場価格も２０ドルを下回り（図 4-1）、中東における国営石油企業やメジャー
オイルなどによる新規の設備投資意欲は停滞し、プラントの新規案件はすべてのセグメン
トにおいて急減することとなった（図 4-2、アジア通貨危機の注釈付近参照）。 
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図 4-4 は日揮と千代田化工建設の経常利益の推移をプロットしたものである。両社とも
にアジア通貨危機が発生する１９９７年以前からすでに収益性を悪化させており、９６年
度にそろって大幅な経常損を計上している。日揮の場合、９６年度と９７年度にそれぞれ
１１６億円と７９億円の連続赤字を計上し、資産売却や人員整理による企業規模の縮小を
行っている。千代田化工建設では９６年度に５３７億円の大幅な赤字を計上して以来、三
期連続の赤字に陥るなど、より深刻な状況に追い込まれた。このため、１９９８年には千
代田化工建設が所属する三菱グループによって大規模な救済が行われた20。三菱グループ
の中核銀行である東京三菱銀行（当時）を中心とした債権団による債権放棄、三菱商事に
よる増資引き受け、それら企業からの役員派遣、大幅な人員整理と本社を含む資産売却、
などである。しかし、それでも危機を乗り超えることができず、１９９９年にはアメリカ
の同業大手であるケロッグ・ブラウン・ルート（以下、ＫＢＲ）による出資を要請するに
至っており、外資による日本企業の救済として大きく報じられた21。 
図 4-4 日揮と千代田化工建設の経常損益の推移 
 
出所：各社有価証券報告書など22をもとに筆者作成 
 
日本のエンジニアリング企業は経営危機に直面した後、２００１年までの５年間程度は
プラント市場の低迷から低収益性に悩まされ、不安定な経営状態が続いている。２００２
年以降、原油価格の継続的な上昇が始まるとともに両社そろって新規受注高を伸ばしはじ
                                                     
20 1998 年 7 月 7 日付日経新聞「企業収益回復の条件」 
21 1999 年 3 月 13 日付日経新聞「米ケロッグ提携発表千代田化工受け入れ」、（その後ＫＢＲによ
る出資は解消している） 
22 千代田化工 93-97 年のデータは日経記事、日揮 90-98 年のデータは社史をそれぞれ参照 
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め（図 2-2 参照）、経常利益も順調に上昇していることが読み取れる。 
２００６年以降から再び新規受注高と収益性が悪化傾向を見せ始めているのは、韓国エ
ンジニリング企業との競合が本格的に始まったためと考えられる。 
第2項 慎重な経営姿勢への傾倒 
千代田化工建設の場合、１９９８年に同社の採算管理強化のために東京三菱銀行から役
員の派遣を受け入れている。採算管理の強化とはリスクを伴う成長よりも、成長性が低く
とも、リスクが少なく収益性が高い点を重視する経営姿勢を意味しており、当時の新聞発
表からもそのような意図を読み取ることができる。１９９８年７月 7 日付日経新聞23にお
いて、千代田化工建設は「現業部門から独立した視点で個別工事の採算を分析・管理する」
部門を創設し、東京三菱本部から派遣された平井俊邦専務がこの部門を統括する、と発表
している。さらに同発表記事では、「このような厳格な採算管理の結果、受注活動の機動性
は落ちるかもしれないが、赤字工事の再発防止にきめ細かい管理は不可欠だ」との発言も
掲載されており、同社がリスクを排除する慎重な経営姿勢への傾倒を強めていったことが
確認できる。 
日揮も同時期に経営危機を経験しており、銀行や株主から収益性を高め、業績を安定さ
せることへのプレッシャーが作用していたことが確認できる。例えば、１９９９年に発効
した転換社債について日経新聞24では、「９９年３月期に無配に転落する中でのエクイティ
ファイナンス（新株発行を伴う資金調達）に市場関係者からの批判も多い。」と批判的に報
道されている。日経新聞では「日揮が受注条件を落として数量確保に走ったことが」資金
繰りの悪化を招いたとしており、増田日出雄常務は同記事の中で「ここ２－３年は選別受
注を強化している。利益率が低く支払い条件の厳しい案件の受注は認めない」と発言して
いる点からも収益性重視の経営姿勢が伺える。 
このような日揮の経営姿勢は市場が急成長をはじめた２０００年代に入っても継続し
ており、例えば２００６年３月期の有価証券報告書における次のような記述にも端的に表
れている。「エンジニアリング業界においては、世界経済の成長に伴う設備投資の増加およ
び集中する投資案件の影響により（中略）、労働力の不足、資機材の高騰および納期維持の
困難さなどの課題が生じている」ため、「受注済み大型プロジェクトの確実な遂行に注力す
                                                     
23 1998 年 7 月 7 日付日経新聞「拡大路線離れ受注を選別」 
24 1999 年 1 月 20 日付日経新聞「4 期ぶり流入超、継続カギ」 
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る。」すなわち、投資案件の増大は認識しているものの、新規受注による成長よりも、受注
済み案件の確実な遂行によるリスクの低減と、収益性の確保を優先する、という考え方が
読み取れる。 
以上のような事実から、あくまでも収益性を重視した日本企業の慎重な経営姿勢が、２
０００年以降の市場の急拡大に対して、受注の調整という行動をとらせた大きな要因であ
ると考えられる。 
第3項 経営危機によるキャパシティーの減少 
９０年代末の経営危機に際し、日本のエンジニアリング企業は経営再建のために大幅な
人員整理を実施している。 
日揮の場合であれば、１９９６年時点でおよそ２，５００人在籍していた従業員数は２
００４年までの８年間でおよそ１，７００人（９６年比７０％）にまで減少している。（人
員削減には希望退職者の募集と、採用抑制による自然減が含まれる。）その後の業績回復に
より増員を進めているが、２０１１年３月時点でおよそ２，１００人であり経営危機前の
水準には戻っていない。 
千代田化工建設の場合は、経営危機直前の１９９７年にはおよそ２，８００人だった従
業員数25が、２００３年までの６年間におよそ１、０００人（９９年比３５％）にまで削
減された。その後、千代田化工建設でも業績の回復に合わせて増員が図られたものの、２
０１１年３月時点でおよそ１，３００人と、依然経営危機前の半分以下に抑えられたまま
である26。 
生産設備を持たないエンジニアリング企業のキャパシティーは主に、プラントの設計や
管理に必要な能力を有するエンジニアの人数で規定される。大型プラントの設計や管理に
は第 3 章第 1 節で述べたように、幅広い工学知識だけでなく、多数の関係者と利害関係の
調整を図る能力も求められる。このため、エンジニアリング業界では、新卒採用者が海外
で活躍するのに必要な能力を持った一人前のエンジニアとなるには最低十年はかかるとも
言われている。従って、新卒の採用増だけではタイムリーなキャパシティーアップは実現
し得ない。 
タイムリーなキャパシティーアップに対応するには、同業他社のＭ＆Ａによる規模拡大
                                                     
25 1999 年 3 月 3 日付日経新聞「千代田化工経営再建へ」 
26 各年の有価証券報告書 
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が最も現実的な手法であると考えられるが、積極的に取り組んだ様子は確認できない。経
営危機以来、各社とも収益性を重視した慎重な経営が続いたためではないかと考えられる。 
第4節 新規参入の促進 
このような日本企業の意思決定は、エンジニアリング企業の視点から考えると合理性を
伴ったものであったとも考えられる。しかし、国営石油会社など顧客側の視点に立てば、
単なるプレーヤーの不足であり、設備投資を計画通り進めるうえでの障害として認識され
るに過ぎない。なかでもサウジアラビアは原油増産を国際公約（第 4 章第 1 節参照）とし
てコミットしており、国営石油会社が計画通りに設備投資を進めることは優先順位の高い
国策として推進されることになる。 
２０１１年１０月３１日にサウジアラビア国営石油会社の東京支店にて実施したイン
タビューでのジェネラルマネージャーの発言からも同様の趣旨を確認することができる。
東京支店のジェネラルマネージャーであるサウジアラビア人のナーセル・D・アルマハシ
ル氏は２０００年代中盤の状況を、「我々は非常に多くの大型プロジェクトを立ち上げなく
てはならなかったにも関わらず、世界的にエンジニアリング企業が不足していた。」と語っ
ている。「特にアジア地区ではエンジニアリング企業が底をついていたため、我々は韓国の
エンジニアリング企業に声をかけることにした。」「１９９０年代には韓国企業が我々の案
件を直接発注することは考えらえなかったが、日本のエンジニアリング企業は我々の要請
に応えてくれなかった。」との発言からも、日本のエンジニアリング企業が新規受注を抑制
した様子と、その対策として顧客による新規プレーヤーの参入が促進された様子がわかる。 
このような変化は新規プレーヤーである韓国エンジニアリング企業にとって新たな成
長機会をもたらす変化であり、既存プレーヤーである日本のエンジニアリング企業にとっ
ては、競合を増加させ収益構造を悪化させる好ましくない変化であるといえる。 
第5節 パーセプションギャップの解消 
顧客によって新規参入が促進された結果、韓国企業に受注機会が巡ってくることとなっ
た。一部日本企業には「韓国企業には中東国営石油企業が求める技術水準を満足させるこ
とはできない。一時的なリリーフピッチャーでしかないから、彼らとの競争を心配するこ
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とはない。」（日揮、エンジニア）との見方も多かった。しかし、彼らには過去の実力の蓄
積や、韓国クラスターの支援によって主要機材を国内調達できる環境などもあり、果たせ
るかな顧客要求水準を満足させるプラントを完成させることができたのである。（韓国企業
が顧客要求水準を満足させることができた要因に関しては第６章でくわしく論じる。） 
 
前出のサウジアラビア国営石油企業へのインタビューにおいても、「結果的に韓国エン
ジニアリング企業の納めるプラント性能は十分なものであった。」（同）との発言があった
ことから、顧客による韓国企業への評価の高さが確認できる。また、「彼らの能力向上は特
にここ１０年で顕著である。韓国コントラクターのパフォーマンス (deliverables) の品質
はかつて、受容可能(acceptable)と評価していたが、今では素晴らしい(wonderful)という評
価に変化している。自動車や家電、電子機器をみても韓国企業の躍進は目覚ましく、プラ
ントエンジニアリングであっても例外ではないと思う。」（同）というコメントからは、か
つての韓国企業に対する低評価はすでに払拭されていることが理解できる。すなわち、顧
客企業による韓国企業に対するパーセプションギャップはこの時点で解消していたことが
わかる。 
業界コンサルタントによる報告でも、韓国エンジニアリング企業に対する顧客企業の評
価として、「かつて二流(2nd Tier)と認識されていた韓国企業はもはや一流(1st Tier)である。
当社は安さだけで二流を起用するつもりはない。」（国営石油企業）という発言があり、こ
こからも中東国営石油企業の韓国企業に対するパーセプションギャップが解消されている
様子が確認できる。 
このような顧客パーセプションからは、日本企業が明らかに韓国企業を過小評価してい
たことがわかる。中東国営石油企業のセグメントにおいて韓国エンジニリング企業はもは
や一時的なつなぎ役ではなく、日本企業と同レベルのエンジニアリング企業として対等な
立場に立っているのである。 
 
顧客企業にとって、日本企業であっても韓国企業であっても同等の品質を確保できるこ
とが判明した以上、より価格を重視した発注先選定が行われることは経済原理に照らして
当然の帰結であろう。これまでの入札経験から、韓国企業の価格レベルは日本企業の８割
程度であることがわかっており、しかも韓国のエンジニアリング企業は六社もあることか
ら、発注先に困ることはない。（前出のサウジアラビア国営石油企業の東京支店では「韓国
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のエンジニアリング企業より日本より２割安い。これだけ日本円が強くてウォンが安いよ
うでは、日本企業にとって大変厳しい状況だとは思う。」との発言もあった。） 
同様のパーセプションがサウジアラビアだけでなく、中東産油国の国営石油企業全体で
広く認識された結果、韓国企業に対するパーセプションギャップが解消され、石油・ガス
プラントの韓国企業への発注が雪崩をうったように始まることとなった。 
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第5章 顧客パーセプションの整理 
第1節 顧客インタビュー 
エンジニアリング企業に対する顧客企業のパーセプションを得るために、中東産油国の
国営石油企業を代表するサウジアラムコ社の東京支店である「サウジ・ペトロリアム・リ
ミテッド東京支社」（東京都千代田区丸の内２丁目４－１丸の内ビルディング２６階）を直
接訪問のうえ、インタビューを行った。 
インタビューは２０１１年１０月３１日、小池栄樹顧問とナーセル・D・アルマハシル
(Mr. Nasser D. Al Mahasher) ジェネラルマネージャーに対して行い、所要時間はおよそ一
時間。小池氏に対しては日本語で、アルマハシル氏に対しては英語で行っている。この節
では、本インタビューの内容を記録と参照のために簡潔に整理する。 
 
韓国企業がサウジアラビア国営石油市場へ参入を果たした経緯に関する質問に対して、
以下のように説明している。 
 
「２０００年代後半、我々は非常に多くの大型プロジェクトを立ち上げなくてはならな
かったが、仕事を受けてくれるエンジニアリング企業が不足していた。そのため我々は韓
国のエンジニアリング企業に声をかけることにした。１９９０年代には韓国企業が我々の
案件を直接受注することはなかったが、我々の要請に日本のエンジニアリング企業は応え
てくれなかった。」（アルマハシル氏） 
 
韓国企業の納めるプラントの品質について意見を求める質問に対して、以下のように回
答している。 
 
「結果的に彼らの納めるプラント性能は十分なもので、特にここ 10 年の能力向上は顕
著である。韓国エンジニアリング企業の納めるもの(deliverables*)はかつて、受容可能
(acceptable)と評価されていたが、今では素晴らしい(wonderful)という評価に変化している。
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自動車や家電、電子機器をみても韓国企業の躍進は目覚ましく、プラントエンジニアリン
グであっても例外ではないと思う。」（アルマハシル氏） 
 
かつて参入機会が用意されなかった韓国企業の品質に関するパーセプションギャップ
はすでに解消され、むしろ積極的な評価に変化していることがよくわかる。自動車や家電
などの韓国企業の活躍が、韓国企業全般のブランドイメージを高めており、これがパーセ
プションギャップの解消に一役買っている様子が読み取れる。 
*注記：上記コメントで deliverables を韓国エンジニアリング企業の納めるもの、と訳し
ているが、具体的にはプラントやその構成装置だけでなく、図面やＣＡＤデータ、仕様書
やプロシージャーなど、エンジニアリング企業が作成するすべての提出物が対象として含
まれている。顧客企業がエンジニアリング企業のパフォーマンスを評価する際には、最終
製品であるプラントの性能だけではなく、中間生成物を評価対象に加えることが多い。こ
れは、プラントの引き渡しまでの期間が長いために、最終製品の品質保証のために中間プ
ロセスの適正な評価が必要とされるためである。 
 
日韓エンジニアリング企業の価格差について意見を求めたところ、以下の回答を得た。 
 
「ウォンに対して日本円はとても高いので、日本人が海外旅行するにはよい時期かもし
れないが、日本のエンジニアリング企業には困難な局面だと理解している。為替政策の面
でも日本企業は政府のサポートが弱いのではないか。この状況では韓国エンジニアリング
企業との２割の差を縮めることは大変でしょう。」（小池氏） 
 
小池氏は（アルマハシル氏も）日韓企業の価格差が２０％程度だと特に資料等を見るこ
となく説明しており、この回答からも日韓企業の価格差が顧客内で広く認識されている様
子が確認された。 
 
韓国企業の特徴について顧客企業側からみて、特に気づくことがあるか尋ねたところ、
以下のような回答を得た。 
 
「韓国企業は大変積極的である。日本企業は間違いのない契約を締結しようと非常に多
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くの時間と労力をかけるが、我々は限られた時間で契約を発効させなければならない。政
府からの要請（すなわちサウジ政府によるコミットメント）があるからだ。その点、韓国
企業は日本企業ほど詳細に拘ることなく、素早く契約を結ぶことができる。我々としても、
契約締結時に明確にできない内容に関しては、案件の進行に合わせて適宜交渉を行うこと
に前向きである。案件の規模は大きく、期間は長いので、瑣末な事項にこだわっていては
目的を達成できない。我々にも間違いはあるし、完ぺきではない。日本企業もこのような
韓国企業のアプローチは学ぶべきではないか。」（アルマハシル氏） 
 
アルマハシル氏の回答からは、韓国企業の意思決定の速さと、リスクを受け入れる姿勢
が理解された。対する日本企業は慎重な姿勢が強く、意思決定が遅くなりがちな様子がよ
く伝わるコメントである。韓国企業が成長を重視し、日本企業がリスクを嫌い、成長機会
よりも収益性を重視していることの証左のように思える。 
 
韓国企業は通商政策などで政府のバックアップを受けていると報道されているが、顧客
企業側にとってどのような影響があるかどうか尋ねたところ、以下のような回答を得た。 
 
「韓国エンジニアリング企業は政府の強力なサポートを受けており、我々も韓国政府関
係者からいろいろなアプローチがある。ＵＡＥの原子力発電所が韓国企業に発注されたの
は大変な驚きだったが、韓国の大統領が夜行便でトップセールスに出掛けるなど、強力な
働きかけがあったと聞いている。一国の大統領がそのような熱心な活動をすれば、我々で
あっても感銘をうけることだろう。ＵＡＥにとって原子力発電所という前例のない事業だ
けに、政府レベルでの働き掛けは効果が高い。我々の受ける印象では、日本政府からはそ
のようなサポートは期待できないだろう。」（アルマハシル氏） 
 
アルマハシル氏の回答からは、新聞等で報道されている以上に、韓国側の政府レベルで
働き掛けが行われている様子が伺える。しかし、ＵＡＥの原子力発電所の事例を例外とし
て、一般的な石油・ガスプラントの個別案件で政府レベルのトップセールが行われている
わけではないことから、政府の働きかけが日韓企業の受注に直接的な影響を及ぼしている
とは確認できなかった。 
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第2節 業界レポート 
主に石油関連産業を対象にした業界レポートでは、国営石油企業やメジャーオイルとい
った顧客企業がエンジニアリング企業をどのように評価しているかを知ることができる。 
国営石油企業幹部による発言からは、韓国エンジニアリング企業に対する高い評価と、
かつて存在した韓国企業に対するパーセプションギャップがすでに解消されていることを
うかがい知ることができる。 
 
一方メジャーオイルによる韓国企業の評価は、国営石油企業のそれと比べると若干慎重
な表現となっている。これは、韓国エンジニアリング企業を起用するにはより多くの調整
作業が必要である、という発言から推察できる。また、メジャーオイルのなかには、少数
派ではあるが韓国企業の採用に消極的な企業も存在することが分かっている。企業名など
を直接名指しすることは避けているものの、韓国企業を排除する姿勢が確認できる。 
 
韓国エンジニアリング企業に対する評価がメジャーオイルよりも国営石油企業の間で
高いのは、国営石油企業はランプサム契約による低価格志向が強いためである、と本レポ
ートでは結論されている。 
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第6章 韓国企業の成長 
第1節 韓国エンジニアリング企業の特徴 
第1項 各社の出自と財閥 
韓国エンジニアリング企業はその出自の違いから大きく、石油会社の工務部門からスタ
ートした企業（ＳＫ、ＧＳ）と、大手財閥系総合建設会社（ゼネコン）の一部門として出
発した企業（大宇、大林、現代建設、サムソン）に分類することができる。表 6-1 には石
油会社の工務部門としてスタートした企業、ＳＫとＧＳの特徴をまとめた。両社は現在で
も石油会社と同じ財閥に所属し、国内に一定規模の基盤を有している。 
ＳＫはウルサン製油所を持つＳＫエナジーを擁する大手財閥、ＳＫグループに所属する。
ＳＫエナジーは韓国の高度経済成長を支えた国営石油会社コリアオイルを引き継いだ、韓
国最大手の石油会社である。 
ＧＳはＧＳ－Ｃａｌｔｅｘオイルを擁するＧＳグループに所属するが、ＧＳグループは
２００５年に経営再建の過程でＬＧグループから独立した大手財閥でもある。 
表 6-1 石油会社を親会社に持つエンジニアリング企業 
企業名 上段：石油会社 （前身の会社とその特徴） 
下段：保有する製油所（操業開始年） 
注記 
SK E&C SK エナジー（旧コリアオイル、国営石油会社）
ウルサン製油所 （1964 年） 
1997年SKエナジーに社名変
更、韓国最大手 
GS E&C GS-Caltex オイル（旧 LG-Caltex オイル、 
韓国初の民間石油会社） 
ヨウス製油所 （1969 年） 
2005 年に LG グループから
独立、韓国二番手 
出所：一般財団法人石油エネルギー技術センター27資料から筆者作成 
 
 
                                                     
27 http://www.pecj.or.jp/japanese/index_j.html 
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表 6-2 には上記以外の４社、すなわち大宇、大林、現代建設、サムソンが所属する財閥
をまとめた。 
表 6-2 大手財閥系ゼネコンを源流とするエンジニアリング企業 
企業名 所属財閥 注記 
Samsung E&C 
（サムソン） 
三星（サムソン）グループ 韓国五大財閥の一つ 
HDEC E&C 
（現代建設） 
現代（ヒュンダイ）グループ 同上 
Dealin Industrial 
（大林産業） 
大林（デーリン）グループ 同上 
Daewoo E&C 
（大宇建設） 
大宇（デーウ）グループ 1999 年の財閥解体に伴い、現在は
錦湖アシアナグループに所属 
出所：筆者作成 
 
ＳＫ、ＧＳなど国内の大手石油会社を親会社に持つエンジニアリング企業は、国内で一
定規模の受注を確保できることが、会社の安定的な経営につながる。一方、それ以外の大
宇、大林、現代建設、サムソンといったゼネコン系企業では、複数事業を組み合わせてい
ることから、やはり経営の安定性が期待できる。このような安定経営につながる多様性を
持つことが韓国エンジニアリングの特徴の一つであり、売上の８０％以上をエンジニアリ
ング業に依存する日本の専業大手三社との相違点の一つであると言える。（事業セグメント
については、次項で詳しく触れる） 
韓国エンジニアリング企業の特徴としてさらに重要な点は、全てのエンジニアリング企
業が大手財閥に所属している点である。韓国経済における財閥の重要性は数多く指摘され
ているが、近年では財閥への依存度の高さが格差を生む要因であるとして韓国社会では問
題視されるほどである。 
韓国では大手財閥としてＳＫ（鮮京）、ＬＧ（金星）、ＧＳ（２００４年にＬＧから分離
独立）、サムソン（三星）、ヒュンダイ（現代）、大宇などを挙げることが多い。大林産業が
所属する大林グループや、大宇建設が現在所属する錦湖アシアナグループは準大手財閥と
して認識されている。経営危機に陥った現代建設は２００１年から政府管理下に置かれて
 52 
いたが、その後順調に再建を進めており、再び財閥としての動きを強めている。 
韓国の財閥に関してマイケル・Ｅ・ポーターもその特徴を自身の著作『国の競争優位』 
[M.E.ポーター, 1992]の中で指摘しており、韓国企業の国際的な競争優位を支える重要な柱
のひとつとして、「生き馬の目を抜くような熾烈なライバル間競争」を挙げている。韓国で
は「先発企業がまず参入すると、他の競争企業がすぐ追随」し、その特徴は財閥間の競争
において特に顕著であるとも指摘している。 
ＩＭＦ経済以降、エンジニアリング企業と財閥の関係には一部流動的な要素も見受けら
れるが、各社とも大手財閥に帰属する構図に変化のないことから、ポーターが指摘した財
閥間で強く働くとされる競争原理は、エンジニアリング企業間でもやはり同様に作用して
いると考えられる。 
第2項 財務規模とセグメント比較 
日韓エンジニアリング企業の企業規模をバランスシートの大きさで比較したものが図 
6-1 である。各社ともに負債の部と純資産の部の合計で示した。ＳＫおよびサムソンを除く
４社は日本のエンジニアリング企業よりも財務規模が大きいことがわかる。 
また韓国エンジニアリング企業はその財務規模に関わらず、総資産に対する純資産の割
合が少なく負債の割合が大きい。日本のエンジニアリング企業では、日揮の純資産比率（＝
純資産／総資産）が最も低く６０％程度であるが、韓国エンジニアリング企業のうち財務
規模の大きな４社では各社ともおおよそ４０％前後、財務規模の小さいＳＫやサムソンに
至ってはおおよそ２０％にまで下がる。西山 [2006]によれば、純資産比率によって財務面
での安全性を評価する場合、日本やアメリカでは一般的に３０％から４０％程度の範囲に
あることが資金調達の面からの安全性が高いとされている。日本のエンジニアリング企業
は各社とも純資産比率が６０％以上あることから財務的な安全性を高いレベルで確保して
いるのに対して、韓国エンジニアリング企業は純資産比率が４０％以上と非常に低いこと
から、各社とも財務レバレッジを効かせた、ハイリスクな経営をしていると解釈すること
が可能である。このような経営姿勢は、第 7 章で触れる韓国企業の特徴ともよく一致して
いる。 
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図 6-1 日韓エンジニリング企業の財務規模比較 
 
出所：各社アニュアルレポートおよび有価証券報告書(FY2009) 
 
日本のエンジニアリング企業よりも財務規模が大きいＧＳ，大宇、大林、現代建設の４
社は、インフラ建設や建築といった総合建設部門（ゼネコン）の売り上げが全体の売り上
げに占める割合が大きく、エンジニアリング部門の割合はともに４０％以下である。この
ことは、各社のセグメント比較をまとめた図 6-2 を参照するとよくわかる。（現代建設は発
電設備関連事業を有しており、これには一部エンジニアリング部門が含まれるものの、分
離させることが難しく、エンジニアリング事業の売り上げには含めていない。） 
財務規模が相対的に小さいＳＫとサムソンは売上の５０％以上をエンジニアリング部
門が占めており、専業大手と呼ばれる日本のエンジニアリング企業に近い業態である。 
財務指標からＳＫとサムソンは、財務レバレッジを効かせたハイリスクな資本を、売り
上げの大部分を占めるエンジニリング事業に集中的に投下していることが読み取れる。こ
の点についても、第７章で詳述する韓国企業による中東石油ガスプラント市場のドミナン
トで、ＳＫとサムソンが主役級の役割を演じていることとよく一致している。 
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図 6-2 日韓エンジニアリング企業のセグメント比較（売上におけるエンジニアリングの割合） 
 
出所：各社アニュアルレポートおよび有価証券報告書(FY2009) 
 
韓国エンジニアリング企業間では、海外進出の度合いについても差異がある。韓国企業
各社の地域別セグメントをまとめたのが図 6-3 である。韓国エンジニアリング企業のうち
で、最も海外進出に積極的なのが現代建設とサムソンである。両社はともに売り上げの５
０％以上を海外で計上しており、比較的日本のエンジニアリング企業三社とセグメント構
成が近い。 
 
図 6-3 日韓エンジニアリング企業のセグメント比較（海外・国内比） 
 
出所：各社アニュアルレポートおよび有価証券報告書(FY2009) 
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エンジニアリング部門の占める割合が小さな４社（ＧＳ、大宇、大林、現代建設）のう
ち、現代建設だけが高い海外売り上げを計上する背景には、ゼネコン部門に加えて発電設
備関連部門も一定の規模を持ち（２００９年アニュアルレポートによれば売上のおよそ３
０％を占める）、この発電設備部門の海外進出が進んでいるためと推察される。エンジニア
リング部門の占める割合が大きな 2 社（ＳＫ、サムソン）のうち、ＳＫの海外売上比率が
小さいのは、親会社の傘下にある韓国最大の石油会社ＳＫエナジーや化学会社ＳＫケミカ
ルといったグループ企業から発注される国内案件が一定割合存在するためと推察される。 
第3項 韓国企業の海外進出 
韓国エンジニアリング企業には財務規模や売上構成の違いなどがあり、研究対象六社全
てが一様ではないものの、自国の高度経済成長期の国内需要を通じて発展してきた点は共
通している。この点は日本のエンジニアリング企業が１９７０年代の高度経済成長期の国
内需要を成長の原点としていることに酷似している。 
しかしながら、国土や人口の違いなどから韓国国内の石油関連プラント市場は、日本の
市場規模と比べて相対的に小さい28。ポーター [1992]によれば、韓国企業にとって利益追
求よりも成長することが優先されるとしており、韓国エンジニアリング企業が新たな成長
機会を求めて海外市場を目指すことは、ごく自然な企業行動であったと考えられる。 
海外進出のきっかけは、韓国からも大規模な派兵を行っていたベトナム戦争で、アメリ
カ軍向けの仕事を受注したことだった。当時の韓国は官民挙げてベトナム戦争特需を通じ
た外貨獲得を追求しており、日韓基本条約による円借款とともに経済開発の原資とされた。
ベトナム戦争後には中東における建設ブームが起こり、比較的単純なインフラプロジェク
トが多かったことが韓国企業に幸いしたとされる。（ [M.E.ポーター, 1992]など） 
それら単純なプロジェクトとよりずっと複雑な石油・ガスプラント市場へ進出にあたっ
ては、韓国エンジニアリング企業の能力と実績が不足していたために、先行していた日米
欧エンジニアリング企業の下請け企業として建設工事のみを受注していた。このころ日本
のエンジニアリング企業は、１９８５年のプラザ合意以降急激に進行した円高対策のため、
                                                     
28 日本国内には全部で 23 か所の石油精製プラントが存在するが、韓国国内には表 6-1 に出てく
るウルサン製油所、ヨース製油所を含め 5 か所しかない。（参考：一般財団法人石油エネルギー技術
センター） 
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それまで採用していた日系建設企業や日本人作業員に代えて、コスト競争力に勝る外国企
業や外国人作業員を起用する必要性に迫られていた。海外市場では実績のない韓国エンジ
ニアリング企業にとって、直接エンジニアリング市場に参入することは困難であったが、
建設工事に限定することで参入機会を得て、韓国国外でのビジネス経験や実績を積むこと
が可能となった。 
しかし、韓国企業がいつまでもいわゆる下請け建設業に甘んじていたわけではない。石
油ガスプラントの新設にあたってエンジニアリング企業の受注が１千億円規模であれば、
建設工事会社への発注額は総額で百億円前後となることが一般的である。第 3 章でも触れ
たように、プラント建設にあたって建設工事会社は複数起用されるため、建設会社一社当
たりの発注額は数十億円前後となるため、エンジニアリング企業の受注額のごく一部分を
請け負うことしかできない。エンジニアリング業の実績がある韓国企業はそのようなコス
ト構造を理解していたはずで、海外市場においても建設工事だけに満足するはずはなく、
エンジニアリング業への進出を狙ったことは当然の企業行動であったと思われる。 
 
いわゆる下請け建設業から脱し、エンジニアリング企業として海外で活動する足掛かり
として、韓国企業は１９９０年代にクウェート、イラン、リビアといった地域で受注を獲
得している（ＧＳによるクウェート国営石油企業からの受注、現代建設によるイラン国営
石油企業からのガス処理設備連続受注など）。これらの国は地政学的なリスクから、海外進
出で先行する日米欧企業が積極的に活動できない地域であったため、韓国企業にとって参
入機会を得やすい環境であった。このような動きは、１９８０年代に日本企業がイラク、
クウェート、アルジェリアなど、ローエンドセグメントから参入を果たした動きと重なる。 
韓国エンジニアリング企業の海外進出は、こうして始められたが、やはり最初からすべ
てが成功したわけではない。ＳＫによるメキシコでの大型案件や、大林によるクウェート
での大型案件などでは巨額の損失を引き起こし、一時的にではあるが、エンジニアリング
業からの撤退を余儀なくされている。このような失敗は、海外市場におけるエンジニアリ
ング企業としての経験不足から、組織的な習熟度が低かったために引き起こされたものと
推察される。しかし、そのような体験を通じて、組織的な習熟度を高めていったと考えら
れる。 
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第2節 ＩＭＦ経済による活動停滞 
着実に海外市場での実績を作り始めたかに見えた韓国エンジニアリング企業であるが、
１９９７年に発生したアジア通貨危機のあおりをうけ、その歩みを大きく停滞させること
となる。アジア通貨危機を契機とした信用不安から資金流出に見舞われた韓国政府はＩＭ
Ｆに支援を求め、韓国経済はＩＭＦよる統制下におかれた。ＩＭＦによる経済統制をもっ
て、ＩＭＦ経済とも呼ばれた。 
ＩＭＦ主導の経済再建策の一環として、財閥解体や債務の圧縮などが進められた。たと
えば、韓国五大財閥の一つとされた大宇グループは解体され、大宇建設は後にアシアナグ
ループへ移ることとなる。ＬＧグループでも企業統治の改善のために整理再編が進められ、
２００５年に石油精製部門や建設、流通関係の系列会社が分離独立してＧＳグループとな
った [梁, 2010]。韓国財閥の中でももっとも典型的な財閥とされる現代グループも、巨大
な負債と後継者紛争に絡み、現代自動車や現代重工業など複数の企業グループに解体され
た。現代建設は現代グループの中核的企業であったが、２０００年に２兆９千億ウォン（当
時のレートでおよそ２千９百億円）もの巨額の赤字を計上し、債務超過に陥ることが確実
な情勢となったことから、２００１年より政府の管理下にて経営再建が進められることと
なった。この他エンジニリング企業関連では、海外でのプラント建設に積極的であった信
和建設が清算されるなど、大きな動きがあった。 
ＩＭＦ経済と呼ばれたこの時期、韓国エンジニアリング企業は各社とも資金繰りの手当
てや事業の再建計画などに忙しく、海外での受注活動は著しく縮小している。図 2-2 にあ
るとおり、新規受注高は韓国エンジニアリング企業六社を合計しても１千億円以下と極め
て低水準である。 
しかし、韓国経済は他のアジア諸国など同様な通貨危機に直面した国々よりも、比較的
早い段階で経済危機から抜け出すことに成功する。韓国エンジニアリング企業も、国内の
経済回復に歩調を合わせて再び海外進出の機会を伺うようになる。ＩＭＦ経済からの回復
期に入って韓国国内の金利は下落基調となり、資金調達に伴う金利負担は軽減されはじめ
ていた。加えて原油の国際取引価格は上昇を続けており、通貨危機の影響を直接受けなか
った中東産油諸国の国営石油会社による設備投資が積極的に進められた時期でもあった。 
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第3節 ウォン安 
韓国通貨ウォンの下落は、韓国企業の輸出競争力の要因の一つとされることが多い。実
際、外国為替相場では１９９０年以来ほぼ一貫して日本円に対してウォンは下落基調にあ
る。図 6-4 はＩＭＦがウェブサイトで公開している為替情報をもとに、日本円に対する韓
国ウォンの為替レートが１９９０年から２０１１年までどのように推移してきたかまとめ
たものである。これを参照すれば、韓国ウォンが日本円に対して一貫して下落基調にある
こと、また、アジア通貨危機やリーマンショックなど外的要因に対して敏感に反応し、そ
の都度相場を大幅に切り下げていることが容易に理解できる。 
図 6-4 ウォン円為替レートの推移 
 
出所：IMF ウェブサイト29のデータをもとに筆者作成 
 
韓国通貨は韓国経済の輸出依存度が８８％と非常に高い30ために世界景気の動向など、
韓国国外で起こる出来事の影響を受けやすいと言われている。韓国経済が過去２０年の間
に二度の通貨危機を経験していることが、その最たる特徴である。 
１９９７年のアジア通貨危機を契機とする一度目の危機では、対日本円で１ウォン＝０．
                                                     
29 IMF - http://www.imf.org/external/np/fin/ert/GUI/Pages/CountryDataBase.aspx 
30 外務省アジア大洋州局日韓経済室「韓国経済と日韓経済関係」（平成 23 年 11 月） 
輸出依存度とは輸出入の合計がＧＤＰに占める割合を指し、日本の場合では 27%である。 
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１４円（7 KRW/JPY）前後から１ウォン＝０．０７円（14 KRW/JPY）にまで急落している。
ＩＭＦ経済とも呼ばれたこの時期、韓国では企業活動が停滞したことは前述の通りである。 
ＩＭＦ経済から復調した韓国経済は回復軌道に乗り、為替相場も比較的安定していた。
２００５年までの６年余りの間、１ウォン＝０．１円（10 KRW/JPY）前後でほぼ一定して
推移している。２００５年以降、徐々にウォンも強さを取り戻し２００７年時点では１ウ
ォン＝０．１４円（7 KRW/JPY）にまで上昇している。 
しかし、ウォン相場はリーマンショック前後で再び急落し、これが二度目の通貨危機だ
と言われている。二度目の通貨危機は二段階で発生している。リーマンショックに先立つ
サブプライムローンの影響から一部韓国銀行にも信用不安がささやかれ始め、２００７年
後半から、為替相場がそれまでの上昇基調から一転急落を始めた。この金融不安を要因と
する通貨下落が第一段階である。２００８年に入りいったん持ち直したかに見えた通貨下
落が、その数ヶ月後にさらに激しい急落に見舞われるのが第二段階である。リーマンショ
ックによる本格的な世界経済の低迷から、輸出依存度の高い韓国の実体経済にもマイナス
の影響が出始めたことから外貨収入が減少し、韓国政府の対外債務の償還に懸念が生じた。
市場不安を受けた外国資本が一斉に資金を引き揚げたことで、二度目の通貨危機が発生し
たとされる。この結果、２００８年末時点で１ウォン＝０．０６円（16 KRW/JPY）となり、
二年間で４０％以上の下落率である。 
二度目の通貨危機は、アメリカや中国、そして日本との通貨スワップ協定などで落ち着
きを取り戻し、それ以降のウォン相場は、１ウォン＝０．０７円（14 KRW/JPY）前後で安
定している。 
安定を取り戻したとはいえ、これは１９９６年付近と比較して５０％、２００１年付近
との比較でも７０台の相場であり、ウォン安が韓国企業の輸出競争力の要因の一つとされ
る根拠でもある。このような為替相場の影響は、韓国エンジニアリング企業の競争力にも
一定の貢献を果たしていることは明白である。ただし、国際的な市場で競争するエンジニ
アリング企業の価格競争力に対して、通貨の為替変動が影響する度合いに関しては議論の
余地も大きいことから、第 7 章第 2 節で詳しく述べることとする。 
第4節 韓国重工業クラスターの支援 
ウォン安だけが韓国エンジニアリング企業の海外市場進出をサポートしたわけではな
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く、他にも要因があると考えられる。その一つが韓国国内の重工業クラスターの発達であ
る。 
ポーター [1992]の調査によれば、韓国では１９８５年の時点ですでに鉄鋼、造船を中心
とした鉄鋼のクラスターが形成されている。クラスターとは産業間の競争やつながりであ
り、そのクラスターに所属する企業活動の質を高め、国の競争優位を産み出す源泉となる、
と定義している。 
国際的な競争力を付けた韓国の造船会社の多くは、ほどなくしてプラントに使用される
圧力容器や、反応塔などの鉄鋼製品製作なども手掛けるようになっている。現代重工業（Ｈ
ＨＩ）、サムソン重工業（ＳＨＩ）、斗山重工業（ＤＨＩ）31などがプラント機材の製作を
手掛ける代表的な企業であり、これら企業群を中心とした重工業クラスターが形成された。
この他にも、建築用鋼材や配管継ぎ手材、バルブ、熱交換器などの分野でも韓国製造業は
高い国際競争力を持つなど、韓国にはエンジニアリング産業にとって有力な供給業者が多
数存在している。 
前出のポーターは『国の競争優位』のなかで、「国の中に国際的競争力を持つ供給企業
が存在すると、それより川下の産業にいろいろの仕方で優位を創造する。」と述べている。
もちろんこのような韓国重工業メーカーが供給するプラント用の資機材は、国際的な調達
活動を通じて日米欧エンジニアリング企業にも積極的に採用されており、韓国企業だけに
優先的に供給されているわけではない。しかしクラスター論では、国内に国際的な競争力
のある供給企業があることの恩恵は「文化が同じであるばかりでなく、すぐ近くに管理や
技術の人材がいるのだから、自由でオープンな情報の流れができやすい。取引コストも安
くなる」としている。この理論は日本のエンジニアリング企業が鋼管パイプを新日鉄やＪ
ＦＥといった国際的な競争力のある日本メーカーから、継続的に購入している点にも見て
取れる。 
第 3 章で述べたように、エンジニアリング企業は価格競争力の観点から、規定性能や仕
様を満足する材料や機械をできるだけ低価格で調達するために、世界各国の製造業者にア
プローチする必要がある。大型コンプレッサーであれば、アメリカ、ヨーロッパ、日本な
どの先進国にアプローチし、汎用品であればインドや中国などといった労働コストの安い
国にアプローチする、といった具合である。このような国際調達をうまくやるためには、
                                                     
31 2009 年にＵＡＥの原子力発電所を受注した韓国企業グループに韓国電力、現代建設などととも
に名を連ねている。 
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コミュニケーションや契約に関する商習慣の違いなど、多くの困難を克服する必要がある
うえに、取引コストも高くなりがちである。このため、経験の浅いエンジニアリング企業
にとって、国際調達は容易に習得することが困難なものの一つであり、先行エンジニアリ
ング企業が保有する参入障壁のひとつとして認識されている。 
韓国国内にこのような重工業クラスターが発達することで、韓国エンジニアリング企業
は主要な機材や部品の国内調達が可能となり、国際調達という先行企業が保有する参入障
壁を乗り越えることが容易になったものと考えられる。 
第5節 設計技術のデファクトスタンダード化 
２０００年代初めから、エンジニアリング業界ではＰＤＳと呼ばれる３次元ＣＡＤをベ
ースとしたプラント設計専用ソフトウェアの導入が進んだ。ＰＤＳとはインターグラフ社
が開発、提供するプラント設計専用ソフトウェア32である（図 6-5 のイメージ図参照）。こ
のようなプラント設計専用ソフトウェアを導入することで、従来図面上で表現するには熟
練を要する複雑で立体的な三次元形状を、コンピューターを利用することでより容易に表
現することができるようになった。さらに、プラントの構成要素に様々な属性（例：パイ
プ内を流れる流体の温度、圧力といった情報）を付与することで、プラント設計に必要な
データを一元管理するデータベースとしての機能を兼ね備えている。 
 
 
出所：インターグラフ社ホームページ 
 
                                                     
32 インターグラフ社ウェブサイト http://www.intergraph.com/products/ppm/pds/ 
図 6-5 ＰＤＳサンプル画面 
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従来の設計手法では限られたスペース内に必要なプラント構成要素を配置するために
は、土木、機器、配管、電気といったそれぞれの専門部門が独立して進めていた設計情報
を段階的に統合し、整合性を維持するために膨大な作業と熟練が必要とされていた。ＰＤ
Ｓのような専用ソフトウェアの導入により、一つのデータベース上でそれぞれの専門部門
が同時並行で設計を進めることが可能となり、各部門間の調整といった作業も容易に行わ
れるようになった。 
このような専用ソフトウェアのメリットはエンジニアリング企業だけでなく、顧客であ
る石油会社などにとっても大きなものであった。従来、エンジニアリング企業ごとに異な
る図面や仕様書のフォーマットの統合や、整合性を確認するために割かれていた労力を削
減することができるからである。定期的なメンテナンスや改造、拡張工事の際にこれらデ
ータベースを利用することで、設計情報の一貫性を維持し、間違いや事故を防ぐことにも
貢献する。このようなメリットが顧客企業に広く認識されたことから、プラント発注に際
し、エンジニアリング企業に対してＰＤＳの使用が義務付けられるようになった。当初、
ハイエンド市場であるメジャーオイルの間で使われだした専用ソフトウェアであるが、そ
の普及速度は速く、２０００年代初めには中東国営石油企業の間でも広く利用されるよう
になって石油・ガスプラント業界における事実上のデファクトスタンダードとなった。 
エンジニアリング業界では、専用ソフトウェアのデファクトスタンダード化によって、
エンジニアリング企業が長年にわたって蓄積した熟練の設計機能がコモディティ化し、差
別化要因としての機能が弱体化したと認識されている。韓国エンジニアリング企業にとっ
ては、巨大で複雑なプラント設計に関する能力を獲得する期間を短くする効果をもたらし
たものと考えられる。 
第6節 日本企業のハイエンド志向 
第 2 章で述べたように、日本企業はローエンドセグメントから徐々に上位セグメントへ
の移行を目指してきた。上位セグメントへの移行に際して、日本企業は人材への再投資な
どが必要とされたが（第 3 章第 3 節）、図 3-2 で確認したように中東国営石油企業のセグ
メントはプラント規模が大きく収益性も高いことから、やがてこのセグメントが日本のエ
ンジニアリング企業にとって収益の柱となった。２０１１年３月期の有価証券報告書によ
れば、海外売上高に占める中東地域の割合が日揮の場合でおよそ６０％（サウジアラビア、
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イエメン、カタール）、千代田化工建設の場合でおよそ５０％（カタール）を占めるまでに
育っていることが確認できる。 
日本企業の収益の柱として育った中東国営石油企業のセグメントであるが、日本企業は
海外進出以来、一貫してメジャーオイルのハイエンドセグメントへの参入を目指してきた
歴史的背景がある。第三章で記述した通り、メジャーオイルのセグメントは収益の面で必
ずしも有利な市場とは言えないが、彼らが石油・ガスプラントに要求する技術水準はハー
ドスキル、ソフトスキルともに世界最高水準であり、これを習得することがエンジニアリ
ング企業としてのさらなるステップアップにつながると認識されていたからである。欧米
エンジニアリング企業に遅れて海外進出を始めた日本のエンジニアリング企業にとって、
メジャーオイルのセグメントに食い込むことは欧米エンジニアリング企業に追いつくこと
であり、エンジニアリング企業としてのブランド力を世界のトップレベルに引き上げるこ
とでもあった。また、メジャーオイルの要求に耐えうるハードスキルとソフトスキルを身
につけ、それを下位セグメントの案件にフィードバックすることで、競合に対する競争優
位を築くことができるとも考えられた。ただし、この文脈で競争相手と認識されていたの
は海外市場で先行していた欧米企業であり、２０００年代半ばから中東国営石油企業のセ
グメントへ新規参入してきた韓国企業でないことには、十分な留意が必要である。 
 
メジャーオイルの設備投資については、日本のエンジニアリング企業が地理的な優位性
を生かせる東南アジアの案件を中心に１９９０年代後半から徐々に進められたが、要求さ
れる技術水準の高さと厳密さから、予定通りの収益を上げることは難しかったという。こ
のため日揮のエンジニアによれば、「メジャーオイルの仕事では儲けが出ない。」というの
が社内的な認識であったようだが、当時の社長からは「メジャーの仕事はプラント技術の
ショーケースだ。」との強いメッセージが出されていたこともあり、自社の技術力向上のた
めにその後も継続的にチャレンジが続けられてきたという経緯がある。 
すでに中東国営石油企業のセグメントに進出し、新規受注高で日本を追い越した韓国エ
ンジニアリング企業ではあるが、このメジャーオイルのセグメントにおいては目立った実
績がない。ハイエンドセグメントにおける日韓企業のパフォーマンスには依然違いがあり、
その違いが顧客にも認知されているものと考えられる。前節で触れた業界コンサルタント
によるレポートでも、韓国企業のパフォーマンスに関して尋ねられたメジャーオイル幹部
が「当社は一定の質やサービスを求めており、安すぎる業者は排除している。」と回答して
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いる。やや遠回しな表現ではあるが、たとえ韓国企業が日米欧企業より低価格であっても、
メジャーオイルの要求水準を満たせないと考えられる以上、参入を受け入れるつもりがな
い、と考えていることを推認できる。反面、中東国営石油企業では韓国企業の評価が高い
ことから、メジャーオイルより中東国営石油企業のほうがより価格志向であるとも換言で
きる。 
 
日韓企業がセグメントを移行してきた一連の流れを概念的に表現したものが、図 6-6 で
ある。二本の矢印のうち上側の（青い）矢印は日本企業の行動を示しており、東南アジア
地域のセグメントから海外進出を始めて、その後、主たるターゲットを中東国営石油企業
のセグメントへ移行した様子を表している。しかし、そこにとどまることなく、常にメジ
ャーオイルのセグメントへの参入をチャレンジしていることから、矢印も一貫してハイエ
ンドセグメントに向かって伸びている。このことから、日本のエンジニアリング企業は中
東国営石油企業のセグメントで収益を確保し、メジャーオイルのハイエンドセグメントで
自社の技術力とブランド力を高める戦略を維持してきたと考えられる。 
図 6-6 日韓企業の市場セグメントの移行 
 
出所：筆者作成 
 
対する韓国企業は図では下側の（赤い）線で表現されている。日本企業の後を追うよう
に東南アジア地域のプラントから海外進出を始め、中東国営石油企業のセグメントへ移行
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を果たしている。しかし、メジャーオイルのハイエンドセグメントへの参入は未だ実績が
ない。 
同図で日本企業を示す上側の（青い）線が２０００年付近を境に中東国営石油企業のセ
グメントを超え、メジャーオイルのセグメントに移行していることは、必ずしも日本企業
の成功を意味しない。 
日本企業のハイエンドセグメントへの挑戦は、海外市場で先行する欧米エンジニアリン
グ企業に追いつくためのチャレンジであったはずだったが、２０００年代中盤から日本企
業が戦うべき相手は韓国企業になっていた。なぜなら、韓国企業が新たに参入してきた中
東国営石油企業のセグメントこそが日本企業の収益の柱であり、守るべきセグメントのは
ずだったからである。図にある通り、日本企業が欧米エンジニアリング企業を目標として、
ハイエンドセグメントで通用する技術力を目指してきた結果、中東国営石油企業のセグメ
ントで要求される技術水準を上回ってしまい、新規参入の余地を作り出してしまった可能
性がある。 
このような現象は、クリステンセンが『イノベーションのジレンマ』 [2001]で論じた内
容に通じるところがある。すなわち、顧客の声に熱心に耳を傾ける行為が自社製品の性能
を向上させるものの、ある時点で市場の要求水準を超えてしまい、そのことが新規参入企
業にローエンドセグメントからの参入余地を与えてしまう、というものである。クリステ
ンセンはローエンドからの新規参入者は破壊的イノベーションを伴って登場することが多
いとしているが、韓国エンジニアリング企業には低価格以外には先行企業との目立った違
いが見られないため、必ずしも破壊的イノベーターとは呼べない。しかし、既存プレーヤ
ーの上位セグメントを目指す行為が、下位セグメントに新規参入余地を産み出す点では類
似点を見出すことができる。 
日本のエンジニアリング企業が、先行する欧米エンジニアリング企業の背中を追いかけ
て懸命にハイエンドセグメントを目指した結果、中東国営石油企業の要求する技術水準を
超えてしまった可能性がある一方、このセグメントに参入したばかりの韓国企業は顧客で
ある中東国営企業の技術水準を満足させることにフォーカスしており、要求水準を超えて
しまう可能性は極めて低い。結果として、日本企業がハイエンド市場で技術力をみがき、
自社の競争力強化につなげようとしたのは一種の差別化戦略であり、新規参入として中東
国営石油市場のセグメントに登場した韓国企業は新たな成長機会にフォーカスしたコスト
成長戦略を採用していたと解釈することも可能である。 
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日本のエンジニアリング企業が海外進出以来一貫してハイエンドセグメントを志向し
たことから導かれる点をまとめると、以下の二点のようになる。 
１．中東国営企業のセグメントが要求する技術水準を超えてしまった可能性がある 
２．新規参入企業にローエンドからの参入余地を提供してしまった 
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第7章 日韓企業の差の拡大 
第1節 韓国企業によるドミナント 
２０００年代中盤以降、中東国営石油会社のセグメントに参入機会を得た韓国エンジニ
アリング企業は、先行していた日米欧企業を押しのけ市場を席巻し始める。サウジアラビ
アとアラブ首長国連邦（以下，ＵＡＥ）おける大型入札案件を例にとり、韓国エンジニア
リング企業によるドミナントの進行を例証する。なお前出のＡＰＩＣの調査によれば、サ
ウジアラビアとＵＡＥの両国は中東・北アフリカ地域における国別エネルギー投資額の一
位と二位を占めており、地域全体の４０％程度がこの両国への投資で占められている。 
最近の石油・ガスプラントは、世界的なエネルギー需要の増大により大型化しており、
一件当たりの投資額が一兆円を超えることも珍しくない。しかしプラント規模が大きくな
りすぎると、対応できるエンジニアリング企業が限定されるうえ、顧客側からみても特定
のエンジニアリング企業にリスクが集中してしまう弊害が発生する。このような弊害を回
避するために大型プラントを複数区画に分割し、区画ごとに入札企業を募集することも広
く行われている。分割された区画はパッケージと呼ばれ、プロセス装置別や、ユーティリ
ティーや貯蔵設備、出荷設備などといった付帯設備などに分割される。こうして応札でき
るエンジニアリング企業を増やすことで競争を促し、顧客にとっては価格の低減効果とリ
スクの分散、エンジニアリング企業にとっては参入機会の増大と公正な競争環境を得るこ
とができる。 
本節で検証を進める五件の事例も全て、プラント規模の大きさゆえに顧客によって複数
パッケージに分割されたうえで、エンジニアリング企業の応札が募集された事例である。 
第1項 サウジアラビアの事例 
インタビューでも確認されたように、２０００年の頃にはサウジアラビア国営石油企業
の案件では韓国エンジニアリング企業による入札が実質的に制限されていた。実績のなさ
から、顧客要求水準を満足させるプラントを納めることができないと考えられていたため
である。しかし、市場の急拡大に伴うエンジニアリング企業の不足により２０００年を過
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ぎたころから徐々に開放され始めた。ただし、開放当初は顧客企業も慎重姿勢を示したこ
とから、単純で小規模なプラントや、日米欧企業とのジョイントベンチャ （ー以下、ＪＶ）
による入札などに限定されていた33。 
開放当初はこのような限定的な形での参入機会ではあったが、２－３年後にはそれら初
期の案件が完成し、韓国エンジニアリング企業のパフォーマンスやプラント性能などに対
する一定の評価が顧客の間に広まり、浸透していったと考えられる。参入機会が与えらな
かった１９９０年代までの韓国企業に対する顧客のパーセプションは、要求水準を満足さ
せるプラントはできないだろう、というものであったが、前述のような実績を徐々に積み
重ねることで「韓国企業の納めるプラントは十分な性能である。」（サウジアラビア国営石
油企業東京支店代表）といった内容へパーセプションが変化していったものと推察される。 
表 7-1 に示した通り、２００９年６月にはサウジアラビア東海岸ジュベール工業地区に
新設される大型製油所案件で、サムソンと大林が韓国エンジニアリング企業単独での受注
を果たしている。業界ではこれがサウジアラビア市場における韓国エンジニアリング企業
の初めての単独大型案件受注と認識されている。 
表 7-1 ジュベール、石油精製プラント、2009 年 6 月 
パッケージ 
プロセス１ 
（蒸留設備） 
プロセス２ 
（硫黄処理） 
プロセス３ 
（芳香族） 
プロセス 4 
（コーカー） 
プロセス 5  
（付帯設備） 
受注企業 
Technicus 
Reunidas, 
(Spain) 
Techinip 
(Italy) 
大林 (Korea)
サムソン 
(Korea) 
千代田化工建
設-サムソン
(Korea) 
その他入札企業：  韓国企業 2 社、日本企業１社、日本-韓国 JV1 社、ヨーロッパ企業２社、アメリ
カ-韓国 JV１社、その他１社 
出所： Hydrocarbons-technology.com34、他  
 
この時点では、主要なパッケージのうちプロセス１（原油蒸留設備）とプロセス２（硫
黄処理設備）の二つを欧米企業が受注し、その他二つ（プロセス３とプロセス４）を韓国
                                                     
33 フォスターウィラ （ーFoster Wheeler, アメリカ）とのＪＶで現代建設が２００６年に受注した
クライスガス処理設備（Khurais Gas Facility）など 
34 http://www.hydrocarbons-technology.com/projects/satorp-project/ 
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企業、残る一つ（プロセス５）を韓国と日本のジョイントベンチャーが受注していること
から、大型案件のおよそ半分を韓国企業が押さえたことになる。そしてその一年後、サウ
ジアラビア東海岸ヤンブー地区における大型製油所案件（２０１０年７月）では、大林と
ＳＫがやはり韓国エンジニアリング企業単体での受注を果たし、主要なパッケージの四分
の三を韓国企業が押さえることとなった。ついに日本企業による受注はなくなり、韓国企
業が過半数を占めることとなった。 
この後の韓国企業によるサウジアラビア市場のドミナントは大変早いペースで進行す
る。前出のジュベール地区の大型製油所案件（２００９年６月）およびヤンブー地区の大
型製油所案件（２０１０年７月）に続く翌年、２０１１年１月には東海岸ワシット地区に
おける大型ガス処理プラントにおいて主要四パッケージすべてをサムソンとＳＫの韓国エ
ンジニアリング企業２社が受注した（表 7-2 参照）。また、受注には至らなかったものの、
応札していた韓国企業が他に 4 社あることがわかっている。やはり受注に至らなかった日
米欧エンジニアリング企業が 6 社ほどあることから、このセグメントで活動する韓国エン
ジニリング企業の数が先行していた日米欧エンジニアリング企業とほぼ同数になったこと
もわかる。 
表 7-2 ワシット、ガス処理プラント、2011 年 1 月 
パッケージ 
プロセス１   
（ガス処理設備） 
プロセス２    
（付帯設備） 
プロセス３  
（発電設備） 
プロセス 4  
（液化設備） 
受注企業 SK (Korea) サムソン (Korea) SK (Korea) SK (Korea) 
その他入札企業： 韓国企業４社、日本企業２社、ヨーロッパ企業３社、アメリカ企業１社、他 
出所： Arabian Oil and Gas.com35、他  
 
さらに同年３月には、東海岸から８００ｋｍ入った内陸部のシャイバ地区ガス処理プラ
ントの入札においても、韓国企業によるドミナント現象が確認されている。表 7-3 に示し
た通り、これまでこのセグメントで活躍していた日米欧の先行エンジニアリング企業を押
しのけ、サムソンが全てのパッケージを受注したのである。また、受注に至らなかった韓
                                                     
35 http://www.hydrocarbons-technology.com/projects/satorp-project/ 
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国企業がここでも 4 社あることから、先行している日米欧エンジニアリング企業と対等な
競争を展開している状況が確認できる。２０００年以前であれば韓国エンジニアリング企
業には入札機会さえ与えられていなかった事実を思えば、中東国営石油市場セグメントに
おける顧客パーセプションの変化を裏付ける事象と見ることができる。 
表 7-3 シャイバ、ガス液化プラント、2011 年 3 月 
パッケージ 
プロセス１    
（ガス処理設備） 
プロセス２   
（付帯設備） 
プロセス３   
（発電設備） 
プロセス 4   
（圧縮設備） 
受注企業 サムソン (Korea) サムソン (Korea) サムソン (Korea) サムソン (Korea)
その他入札企業： 韓国企業４社、日本企業２社、ヨーロッパ企業３社、アメリカ企業-中国企業ＪＶ１
社、他 
出所： Arabian Oil and Gas.com36、他  
 
韓国エンジニアリング企業によるドミナント現象のなかでも、とりわけＳＫとサムソン
による積極的な受注戦略が目立っている（表 7-2 および表 7-3 参照）。これは第６章第１
節で触れた、両社の財務指標的な特徴ともよく一致している。ＳＫとサムソンはともに、
他の韓国エンジニアリング企業と比較しても総資産に対する純資産の比率が低く、負債の
割合が８０％前後と非常に高い（他の韓国エンジニアリング企業で６０％前後、日本のエ
ンジニアリング企業であれば４０％前後）。従って、資金調達面での安全性を表す財務指標
である純資産比率は２０％前後となる。一般的に安全性が高いと言われるレンジが３０％
から４０％であることと比較すると [西山茂, 2006]、ＳＫとサムソンの両社が財務レバレ
ッジを効かせた、よりリスクの高い経営姿勢をとっていると解釈されるが、これが両社に
よる積極的な受注戦略とよく一致している。 
第2項 ＵＡＥの事例 
前述の通り、ＵＡＥの市場は中東・北アフリカ市場ではサウジアラビアに次ぐ大きさを
有する。ＵＡＥにおいては油田の大部分が海上にあったため、これまでは投資の大部分が
                                                     
36 http://www.arabianoilandgas.com/article-8636-shaybah-ngl-project-epc-job-awarded-to-samsung/  
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洋上設備の開発に振り向けられ、地上プラントは中・小規模なものが多かった。しかし、
リーマンショックにより世界的に投資意欲が低迷したタイミングを低価格でプラントを新
設できるチャンスとみたＵＡＥは、次々と大型の設備投資を決めている。同国のドバイ州
政府が金融危機の影響を直接受けたことに対して、アブダビ州政府はほとんどその影響を
受けなかったとされる。これは、ＵＡＥで産出される原油のほとんど全量がアブダビ州政
府内の油田から生産されており、金融危機時においても手元に豊富な現金あったからだと
されている。サウジアラビアの国営石油企業と異なり、ＵＡＥでは韓国企業の参入を制限
してこなかったこともあり、これら大型案件では当初から日本企業と韓国企業による厳し
い競争が予想されていた。 
この時期に決定された大型プラントの一つに、２００９年７月発表されたハブシャン地
区のガス処理・液化プラント案件がある。この競争入札では表 7-4 にある通り、主要なパ
ッケージを日米欧企業が受注したが、ＧＳと現代建設もそれぞれタンク設備と付帯設備の
パッケージを受注するなど、日韓企業が対等な立場で競争している様子が確認できる。 
表 7-4 ハブシャン、ガス処理・液化プラント、2009 年 7 月 
パッケージ 
プロセス１  
（ガス処理） 
プロセス２ 
（硫黄回収） 
プロセス３  
（ガス精製） 
タンク設備 付帯設備 
受注企業 日揮 (Japan) 
Tecnimont 
(Italy) 
ＧＳ(Korea) 
-Petrofac 
(UK-UAE)JV 
CB&I (USA) 
現代建設 
(Korea) 
その他入札企業：  日本-ヨーロッパＪＶ１社、ヨーロッパ企業２社、アメリカ企業１社、他 
出所： AMEinfo.com37、他  
 
しかしＵＡＥでもほどなく、価格競争力で優位に立つ韓国エンジニアリング企業による
ドミナントが進行する。表 7-5 に示したように、本格的な競合が始まった翌年の２０１０
年に行われたタクリール地区における製油所の増改築案件の入札ではすでに、五つの主要
パッケージすべてをＳＫ、ＧＳ、サムソン、大宇といった韓国企業が押さえてしまったの
である。この時期、日本企業はＵＡＥでも韓国企業との厳しい競争を意識して、一部の韓
                                                     
37 http://www.ameinfo.com/204100.html  
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国企業とジョイントベンチャーを組んで応札したものの、結果としてどのパッケージも受
注には至らなかった。 
 
表 7-5 タクリール、石油精製プラント、2010 年 2 月 
パッケージ 
プロセス１ 
(蒸留設備) 
プロセス２ 
(残油分解) 
付帯設備 タンク設備 接岸設備 
受注企業 SK (Korea) GS (Korea) 
サムソン 
(Korea) 
大宇 (Korea) SK (Korea) 
その他入札企業：  韓国企業３社、日本韓国 JV２社、ヨーロッパ企業４社、他 
出所： UAEInteract.com38、他  
第2節 価格競争力 
前節で例証した韓国企業によるドミナントを可能にした要因のひとつとしてコスト競
争力が考えられる。価格に関して公開されている情報は限定的であるが、日本のエンジニ
アリング企業が手掛ける石油・ガスプラントのおおよそコのスト構成比は表 7-6 のように
考えられている。 
すなわち、プラント一件当たりにつき、設計や管理などを行う人件費が１０％、資機材
費５０％、現地における建設工事費３０％、経費と利益１０％、これらを合計すると１０
０％となる。韓国企業の入札価格について詳細は公開されていないものの、サウジアラビ
ア国営石油企業の顧客インタビューにおける「日本と韓国では２０％の価格差がある。」と
の発言（第 5 章第 1 節）などから、おおよそ２０％程度の差があるものとされている。以
下では、これら費目ごとの検証を試みる。 
 
 
 
                                                     
38 http://www.uaeinteract.com/docs/Takreer_signs_Ruwais_Refinery_Expansion_Project_agreements 
/39943.htm 
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表 7-6 エンジニアリング企業のコスト構造 
費目 日本企業のコスト構成  
   
人件費 10%  
資機材費 50%  
工事費 30%  
経費と利益 10%  
合計 100%  
出所：筆者作成 
 
第1項 人件費 
日本企業に対して韓国企業の人件費が安いのは、日本円に対するウォン安の影響と、韓
国には多くの中小エンジニアリングファームが存在しているためと考えられている。工数
の差については、第 6 章第 6 節で述べたように、日本企業が常にメジャーオイルのハイエ
ンドなセグメントを目指すという企業行動をとっていることから、市場が要求する以上の
設計や管理を行っている可能性がある。一方、中東国営石油企業のセグメントに集中する
ことで、一種のコスト集中戦略を採用する結果となっていると考えられる。 
このような提供サービスの質の違いから、韓国企業は日本企業と比較してより少ない工
数で国営石油企業の求める水準のサービスが提供できるものと推測される。 
第2項 機材費 
韓国国内には鋼材、バルブ、配管継ぎ手材、熱交換器、塔槽など、プラント建設に必要
な資機材の多くを調達可能な重工業クラスターが形成されている（第 6 章第 4 節参照）。 
韓国エンジニアリング企業にとって資機材を韓国国内で調達することは為替リスクを
回避できるとともに、コミュニケーションや商習慣の違いなどから発生する取引コストを
低く抑えることも可能かもしれない。しかしながら為替リスクに関しては、韓国企業同士
の取引に為替リスクがなくとも韓国エンジニアリング企業と顧客との間では外貨で支払わ
れること、日本のエンジニアリング企業も韓国ベンダーに対してＵＳドルで支払うことな
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どを考慮すると、調達価格にほとんど差は生まれないと考えられる。韓国は国内市場が小
さいことから重工業メーカーも海外輸出志向が強く、必ずしも韓国国内企業を優遇するこ
とが得策とは言い切れない。 
以上のことから、資機材調達価格での差はほぼ無視できるものと考えられる。 
第3項 建設費 
韓国エンジニアリング企業は、プラントの建設現場が中東であっても系列の国内中小企
業に主要な建設工事を施工させる手法を採用するところが多い。日本のエンジニアリング
企業が日本国内の施工業者を海外へ連れ出す同様の手法を採用していたのは、１９８０年
代にまでさかのぼらなければならない。日本企業は現在では、ほとんどの建設工事を周辺
地域の施工業者に発注することがほとんどであり、その選択基準は施工能力と価格による
一般的な評価による。韓国企業の場合、大手財閥に所属していることから、韓国国内企業
に対してバイイングパワーがあるとされ、取引の継続と引き換えに市場価格よりも低い価
格で建設工事を引き受けることがあるとされている。 
韓国エンジニアリング企業の強引な取引手法を良く知る韓国系建設会社の中には、プラ
ント案件を日本のエンジニアリング企業に受注してもらった方がありがたい、と語る建設
業者もいる。しかし、価格競争力に劣る日本のエンジニアリング企業が受注できない以上、
韓国系建設会社も韓国エンジニアリング企業との取引を続ける必要があり、日韓の価格差
は縮まることがない。この手法の差によって日韓エンジニアリング企業間で２０％程度の
差がつくとの見方があり、建設コストがプラント案件当りに占める割合３０％なので、全
体では６％の差を産み出していると考えられる。 
第4項 経費と利益 
プラント案件当りに占める経費と利益が日本企業では１０％であるのに対し、韓国企業
は相当少ないとされており、大きな差を生んでいる可能性があり、顧客間で共有されてい
る「日本と韓国では２０％の差」（サウジアラビア国営石油企業東京支店代表）との認識に
大きく影響していると考えられる。 
日韓企業間で負担経費の差はあるものの、この差はエンジニアリング事業を成長させる
ための韓国企業による戦略的な価格設定と捉えた方が自然であろう。エンジニアリング事
業以外も含めた韓国企業の利益率（営業利益／売上高）は全体で３％から８％程度が確保
 75 
されており、常に収益性を無視した経営がされているというわけでもない。一方で日本企
業はエンジニアリング事業への依存度が高いうえ、収益性が重視されることから、このよ
うな価格設定に追従することは大変困難であることが想定される。 
韓国企業がエンジニリング事業を成長事業と位置付け、戦略的な価格設定を続ける限り、
この８％の価格差は縮まらない。このことは、日本企業が韓国企業との価格競争に正面か
ら挑むとすれば、人件費や建設費といった実質的なコストの削減だけでなく、経営姿勢の
転換が必要となる可能性があることを示唆しているとも言える。 
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第8章 まとめ 
第1節 日韓企業逆転モデルと『戦略の窓』 
第1項 日韓企業逆転モデルの整理にあたって 
以上の研究を通じて、日韓エンジニアリング企業の逆転という事象を産み出した多くの
ドライバーや環境要因を得ることができた。これらのドライバーは日本と韓国のエンジニ
アリング企業それぞれに独立して作用している。一方で、環境要因とその変化は共通であ
る。しかし、共通の環境要因とその変化への対応は、日韓企業で対称的とさえ言える違い
を見出すことができる。 
エイベル [Abell, Derek F., 1978]は、市場の変化が連続的な環境であれば、企業は静的な
分析フレームワークを用いて経営戦略や部門機能を調整すればよいとしている。しかしな
がら、現実のビジネスでは往々にしてこのような静的な分析フレームワークでは効果的な
対応が困難となる急激な市場変化が起こることを指摘している。このような急激な変化に
際しては一般的な静的な分析フレームワークではなく、より動的な分析フレームワークで
ある『戦略の窓（Strategic Windows）』理論を用いることでよりダイナミックな理解や対応
を導き出せると主張している。 
日韓エンジニアリング企業における新規受注の逆転は、既存企業と新規参入企業の競争
戦略や社内資源の違いといった経営上の個別要素を対立軸に検討することでは、そのメカ
ニズムを正確に理解することが困難である。およそ 10 年の間に起こった日韓の逆転劇をよ
り正確に捉えるには、ファイブフォース分析やコアコンピタンスなどといった静的な分析
フレームワークよりも、動的なフレームワークによる検証のほうがダイナミズムを理解し
やすい。顧客パーセプションを含む市場環境の変化や、その変化に対する日韓エンジニア
リング企業の対応の違い、あるいはその違いを導く経営上の制約など、コンテキストを踏
まえた動的な捉え方をする方が、逆転のメカニズムをより正確に理解できると考えるから
である。 
『戦略の窓』理論の中でエイベルは、市場の急激な変化という環境要因を踏まえたうえ
で企業が取るべき行動やオプションを提示しており、日韓エンジニアリング企業の逆転メ
 77 
カニズムを捉え、分析するに適したフレームワークを提示している。本章の第一節では『戦
略の窓』理論の概観を確認したうえで、第２節ではこのフレームワークに沿って日韓逆転
モデルを整理する。 
第2項 『戦略の窓』理論 
『戦略の窓』理論では、市場で必要とされる資本投下やマーケティング、あるいは技術
開発といったリソースへの要求は、市場の変化によって劇的に変化するとしており、その
ような劇的な変化により新たな機会が提供されることを『戦略の窓が開かれる』と表現し
ている。新規参入企業は『戦略の窓が開かれている』期間にリソースを集中投下すること
で、事業の多様化や成長の機会を獲得することができる。他方、既存企業にとってはこれ
までの市場要求に沿って培ってきた主要な能力やリソースを、新たな市場要求に沿って急
激に変化させ調整することは容易ではない。加えて、『戦略の窓が開いている』期間が有限
であることがこの調整をますます困難なものにしている。結果として、既存企業にとって
『戦略の窓』が開くことは、大きな脅威となることが多いとしている。 
この主張の中でエイベルは、『戦略の窓』が開くような劇的な市場の変化要因として、
以下の４つを代表例として挙げている。（ただし、工業分野によってはこれら以外の要因や、
複数要因の組み合わせも考えられることを指摘している。） 
１． 従来とは異なる要求を持つセグメントが主要な需要として登場する 
２． 既存の製品に新たな技術革新がもたらされる 
３． 製品や製品市場が再定義されることで市場自体も再定義される 
４． 流通チャネルの変化 
 
急激な市場変化によって開かれる『戦略の窓』はいつまでも開いているわけではなく、
製品のライフサイクルなどといった変化によって再び閉ざされる有限な期間であることに
注意すべきである。このフレームワークでは、『戦略の窓』が開いている期間内に市場の要
求内容と企業の特徴的な能力とが最適な状態で適合(fit)しているかどうか、という点にフ
ォーカスしている。 
新規参入企業にとっては、『戦略の窓』が開くタイミングで、自社の特徴的な能力が市
場の変化に適合できると考えられるのであれば、資本や人材といったリソースを集中的に
市場に投入することで、事業の多様化や成長を図る機会を得ることができる。一方、既存
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企業にとっては、『戦略の窓』が開いている期間内に自社の能力やリソースを適合させるこ
とは困難であることが多い。これは、既存企業は従来の市場要求に適合した能力やリソー
スを開発してきたためであり、そのような能力やリソースを新たな市場要求に沿って急激
に変化させ調整することは容易ではないためである。 
従って多くの場合において、既存企業は自社の能力やリソースの調整を終える前に、市
場の新たな要求に効果的に適合した新規参入企業によって一気に追い越されるのである。
このような事象をエイベルは、『一足飛びの追い越し（leapfrog）』という独特の表現で説明
しているが、現代風に意訳すれば「レバレッジ効果による市場競争地位の逆転」、といった
表現が適当かもしれない。 
市場の急激な変化によって、既存企業はその地位を脅かされ、新規参入企業にとっては
成長機会を得るだけでなく、既存企業に対する『一足飛びの追い越し』が実現できるのだ
とすれば、市場で活動する企業は『戦略の窓』が開いている期間内に自社の能力やリソー
スを調整可能かどうかについて、事前に評価し計画しておく必要がある。このような計画
的な経営戦略こそが、このフレームワークから導き出される核心である。 
第2節 日韓企業逆転モデルの整理 
第1項 エンジニアリング産業における『戦略の窓』 
エンジニアリング産業における『戦略の窓』を開いた市場の変化は、２０００年から始
まった原油価格の高騰をトリガーとした中東国営石油企業セグメントの急拡大であった。
原油価格の高騰が急激な早さで進行したために、市場環境にも急激な変化がもたらされ、
エンジニリング企業だけでなく、その顧客サイドにあたる中東国営石油企業にとっても新
たな対応を迫られるほどの変化をもたらした。 
このような変化によって石油ガスといった最終製品に対する要求や、プラントに対する
技術的要求に変化があったわけではない。市場に新たなセグメントが生まれたわけではな
く、セグメントで要求される技術的内容に変化が生じたわけでもない。これらはエイベル
が述べている代表的な４つの変化要因には正確には当てはまらないものの、石油ガスプラ
ントにおける主要なセグメントである中東国営石油企業セグメントが急激に拡大すること
で、市場セグメント内の需給関係に急激な変化がもたらされ、これが『戦略の窓』を開く
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トリガーとなった。 
『戦略の窓』理論では、『戦略の窓』が開いている期間内に市場の要求内容と企業の特
徴的な能力とを最適な状態で適合(fit)させることが可能かどうか、という点がフォーカス
されている。２０００年以降の原油価格高騰によってもたらされた市場変化によってエン
ジニアリング企業に求められたものは技術的な革新や新たな製品ではなく、中東国営石油
企業の要求を満足させるエンジニアリングサービスと、そのキャパシティーであったと言
える。この点はセグメントを代表するサウジアラビア国営石油企業の東京支社代表による
次のような発言でも確認できる。 
「我々は原油増産という国際公約達成のために、非常に多くの設備投資を行わなければ
ならなかった。しかし、エンジニアリングサービスの供給は不足し、特に日本のエンジニ
アリング企業のキャパシティーは払底していたために、我々の要求に対応してもらえなか
った。そのため我々は韓国エンジニアリング企業に声をかけることにした。」 
 
日本のエンジニアリング企業が中東国営石油企業の要求を満足させる能力があること
は、それまでの実績から明らかである。他方、韓国エンジニアリング企業にはサウジアラ
ビアにおける実績こそなかったものの、他の地域、すなわち東南アジアの中小プラントや、
イラン、クウェートといった地域で実績を重ねていたことから、相当程度の能力を蓄積し
たものと推測される。また、韓国エンジニアリング企業自身の努力以外にも、彼らの技術
的能力の習得期間短縮に貢献した要因がある。一つは、ＰＤＳといったプラント設計ソフ
トのデファクトスタンダード化が進行したことで複雑なプラントの設計が新規参入企業に
とっても比較的容易になったこと、もうひとつは、韓国国内の重工業クラスターが発展し
たことで、プラント建設に必要となる主要な資機材を韓国国内で調達することが可能とな
り、新規参入企業にとって習得が困難な国際調達業務の負担を減らすことができたこと、
である。 
以上のことから、日韓両国のエンジニアリング企業がともに中東国営石油企業の要求を
満足させる能力を持つとすれば、両者を分ける特徴的な能力とは一体何であろうか。 
第2項 日本エンジニアリング企業の特徴的な能力 
日本のエンジニアリング企業には、韓国エンジニアリング企業とは明らかに異なる特徴
が二点ある。それは、収益性を重視した経営姿勢と、先行する欧米エンジニアリング企業
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を追い越そうとするハイエンド志向である。 
収益性を重視した経営姿勢は、１９９０年代末のアジア通貨危機を契機に各社が経営危
機に陥り、大幅な人員削減やひっ迫した資金繰りといった大変困難な経営課題に直面した
ことに起因する。人員削減に関しては、日揮の場合でおよそ７０％、千代田化工建設に至
ってはおよそ３５％にまで削減されている。ひっ迫した資金繰りを解消するための資金調
達は困難を極め、千代田化工では同業米国企業による増資引き受けと役員派遣、東京三菱
銀行（当時）による債権放棄と役員派遣などといった大規模な再建策が進められた。また、
このような経営再建策を進める過程で、日本のエンジニアリング企業は「採算管理の強化」
や「利益率を重視した選別受注」といった経営姿勢を強めていった。 
収益性を重視した経営姿勢を強めた結果、２０００年以降、エンジニアリング産業にお
ける『戦略の窓』が開き、市場からはエンジニアリングサービスのキャパシティーといっ
た新しい能力を求められたにもかかわらず、その変化に対応することができなかった。中
東国営石油企業の要求を満足させるエンジニアリングサービスを提供する能力は有してい
たものの、新規採用の拡大ではスピーディーなキャパシティーの拡張が実現できず、スピ
ーディーなキャパシティーの拡張が期待できるＭ＆Ａといった大胆な意思決定は行うこと
ができなかった。 
このため日本のエンジニアリング企業は、市場拡張期においても「利益率を重視した選
別受注」を継続することとなり、セグメントにおける需給ギャップを埋めることができな
かった。このことが顧客企業に新規エンジニアリング企業の開拓を促し、図らずも新規企
業に参入余地を提供するという結果となった。日本のエンジニアリング企業は、『戦略の窓』
が開いた時期に、市場の要求に対して自社の特徴的な能力を最適な状態で適合させること
ができなかった。これは歴史的な経緯を背景にした必然であったとも言える。 
加えて、日本のエンジニアリング企業のもう一点の特徴であるハイエンド志向が、韓国
エンジニアリング企業との競争において価格劣位に追い込んでいるのだが、この点につい
ては第４項で考察する。 
第3項 韓国エンジニアリング企業の特徴的な能力 
韓国エンジニアリング企業も１９９０年代末のＩＭＦ経済と呼ばれる時期に経営危機
に直面している。しかし、韓国企業は時期を同じくして経営危機を体験した日本のエンジ
ニアリング企業とは異なった経営姿勢を取っている。韓国企業から日本企業と異なる対応
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を引き出すと思われる特徴的な点は、成長性を重視した伝統的な経営姿勢と、日本企業を
ターゲットとして捉え、中東国営石油企業の市場セグメントに集中した価格集中戦略の二
点にある。 
韓国企業が伝統的に成長性を重視する点については、鉄鋼や造船で高度成長を果たした
１９８０年代から、ポーターをはじめとする数多くの学識経験者によって指摘されるとこ
ろである。梁 [2010]による韓国企業のコーポレートガバナンスに関する研究によれば、財
閥による所有構造が韓国企業に特有の経営形態となっている。韓国のエンジニアリング企
業６社すべてが大手財閥に所属する事実から、このような特徴的な経営形態がエンジニア
リング企業六社にも同様に適用されるものと推定される。すなわち、財閥によって所有さ
れる企業間では収益性よりも成長性に重点を置いた熾烈な競争が繰り広げられており、そ
のための資源配分が優先される、というものである。 
２０００年当時の韓国経済はＩＭＦ経済からの復興過程にあり、韓国国内における建設
市場（韓国エンジニアリング企業の大部分は、石油ガスプラントといったエンジニアリン
グ事業ではなく、ビルや建築物といった総合建設業のほうが売り上げの割合が高い）は十
分に回復していなかった。このことは韓国企業にとって、海外市場への進出が成長機会を
獲得するうえで避けて通れない重要な経営課題であったことを示している。 
そのような時期に原油価格の高騰をトリガーとした中東国営石油企業の石油ガスプラ
ントセグメントの急拡大は、韓国企業にとって文字通り『戦略の窓』が開いたことを意味
しており、社内資源を優先的に振り向けるに足る十分な環境変化であったと推察される。
また、韓国企業それぞれのキャパシティーは日本企業と比較してほぼ同等か若干小さいと
されている。顧客にとってはこの時期に合わせて特定の企業が必要だったわけではなく、
全体の需要を満たす供給が必要だったことから、韓国エンジニアリング企業六社が合わさ
ることで、キャパシティーの供給能力アップが実現できたものと考えられる。 
前述の通り、韓国エンジニアリング企業は下位セグメントで実力を蓄積していただけで
なく、プラントの設計技術や主要資機材の国際調達に必要とされる能力の獲得期間を短縮
する外部環境の変化を活用することができた。さらに、通貨危機によって自国通貨ウォン
が大きく下がったことも海外進出を後押しする要素として作用した。 
このように韓国エンジニアリング企業は『戦略の窓』が開いた時期に自社の能力を適切
に組み合わせることで、市場の要求（中東国営石油企業を満足させるエンジニアリングサ
ービスとキャパシティー）に対して最適な状態で適合させることができたと考えられる。 
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第4項 価格競争力 
日本のエンジニアリング企業では１９８０年代に本格的な海外進出を果たして以来、一
貫してハイエンドセグメントであるメジャーオイルの案件を目指すことで、海外市場で先
行する欧米エンジニアリング企業に追い付き、追い越そうと懸命の努力が続けられてきた。
ハイエンドセグメントで通用するハードスキルとソフトスキルの両面を磨き、スキルアッ
プを図ることで欧米エンジニアリング企業と伍する競争力を身につけるだけでなく、世界
一流のエンジニアリング企業としてのブランドを確立することになると認識されていた。
このような努力が同時に下位セグメントでの競争優位にもつながると考えられており、一
種の差別化戦略を採用していたと解釈することが可能である。 
しかし、クリステンセン [2001]が『イノベーションのジレンマ』で指摘したように、ハ
イエンドを志向した懸命の努力によって、日本企業の技術水準がいつしか中東国営石油企
業の要求水準を超えてしまい、ローエンドセグメントに新規参入の余地を作り出してしま
うジレンマに陥った可能性が高い。これまで日本のエンジニアリング企業は先行する欧米
エンジニアリング企業の背中だけを追いかけてきたことから、自分たちを新規参入者と認
識し、ローエンドからの侵入者を十分に警戒せず、参入障壁などの対抗策を準備してこな
かった。同時に、韓国企業などの新規参入企業に対する「どうせ彼らには顧客の要求する
プラントは完成することができないと思っていた。」（日揮のエンジニア）という発言から
も、ローエンドからの参入や挑戦に対する油断や、過小評価といった認識の一端を伺い知
ることができる。 
一方、韓国エンジニアリング企業は前述の通り成長機会である中東国営石油企業のセグ
メントにフォーカスしたことが、一種のコスト集中戦略として機能したと考えられる。韓
国企業にはメジャーオイルのハイエンドセグメントでの実績がないことから、中東国営石
油企業のセグメントが要求する技術水準を超えてしまう恐れも実質的に存在しない。 
加えて、韓国企業の特徴である成長を重視した経営姿勢を背景に、オーバーヘッドを意
図的に低くする価格設定によって、先行する日本のエンジニアリング企業から受注を奪う
といった受注戦略も正当化されると考えられる。結果的に韓国企業は顧客企業をして「日
本企業より２割安い。」（サウジアラビア国営石油会社東京支社代表）と言わしめる価格競
争力を実現している。 
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第5項 パーセプションギャップの解消（『戦略の窓』の閉鎖） 
２０００年以降、中東国営石油企業の設備投資需要が急激に増加する環境変化の中で、
日本のエンジニアリング企業はエンジニアリングサービスの供給能力を増やすことができ
ず、市場では大幅な需給ギャップが生じた。日本企業は『戦略の窓』が開いたこの時期に、
自社のキャパシティーを拡張し、市場の要求に適切に適合させることができなかった。 
一方、中東国営石油企業が国際的にコミットした増産計画を実現するためには、この需
給ギャップを解消する必要があった。このため、これまで参入機会を与えてこなかった韓
国エンジニアリング企業に対して、顧客企業によって参入機会が提供された。ローセグメ
ントで実力を蓄積してきた韓国エンジニアリング企業はＩＭＦ経済から立ち直る過程にあ
り、海外市場に成長機会を求めていた。財閥企業同士の競争意識も加わって、新たな参入
機会は成長の好機として積極的に受け止められたものと推察される。韓国企業にはこれま
でに蓄積してきた実力に加えて、プラント設計手法のデファクトスタンダードや、主要資
機材の国内調達、あるいはウォン安といった外部環境の変化が追い風として吹いていた。
韓国エンジニアリング企業は『戦略の窓』が開いた好機を逃すことなく、自らの能力を市
場の要求に適合させることで受注を進め、顧客である中東国営石油企業の要求水準を満足
させるプラントを納めることができたのである。 
中東国営石油企業の要求水準を満足するプラントを韓国企業が納め始めたことで、韓国
エンジニアリング企業に対する顧客のパーセプションに変化が生じる。これまで該当セグ
メントにおける実績がなかったため、韓国エンジニアリング企業に関する情報は乏しく、
ローエンドセグメントなどで実力を蓄えてきたとする韓国企業の実力に関して顧客企業と
の間にパーセプションギャップが存在していたものと推定される。 
しかし、機会を捉えた韓国エンジニアリング企業による実績が徐々に産み出されてきた
ことで、そのようなパーセプションギャップは解消され始めたのである。中東国営石油企
業のセグメントへの参入から 5 年程度でパーセプションギャップは完全に解消され、韓国
企業であっても日本企業と同等品質のプラントを納めることができる、との認識が浸透し
た。この点は、セグメントを代表するサウジアラビア国営石油企業の東京支店代表による
インタビューでの次のような発言に象徴的である。 
「結果的に彼らの納めるプラント性能は十分なもので、特にここ 10 年の能力向上は顕
著である。韓国エンジニアリング企業の納めるものはかつて、受容可能(acceptable)と評価
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されていたが、今では素晴らしい(wonderful)という評価に変化している。」（アルマハシル
氏） 
 
中東国営石油企業の韓国エンジニアリング企業に対するパーセプションギャップが解
消した時点で、エンジニアリング産業にとっての『戦略の窓』は閉ざされたものと考えら
れる。なぜなら他の多くの産業で見られる現象と同様に、新規参入企業によるドミナント
が中東国営石油企業の市場セグメントでも確認され、既存企業である日本企業にはその後
目立った受注実績がもたらされていない。 
顧客によるパーセプションギャップが解消され、日韓エンジニアリング企業の間で納め
るプラントに品質差がない、との認識が顧客の間に広く浸透したことで、中東国営石油企
業のセグメントでは、欧米企業を含むすべてのエンジニアリング企業が対等な立場で競争
することとなり、以降、完全に対等な立場での競争へ突入している。日米欧のエンジニア
リング企業が対等な立場での競争となれば、顧客による発注が価格競争力に優れる韓国エ
ンジニアリング企業に集中したことは当然の帰結であったといえる。 
以上のように、『戦略の窓』理論に沿って事象を整理することで日韓エンジニアリング
企業の逆転メカニズムを整理することが可能である。 
第3節 今後の課題 
本研究では日韓エンジニアリング企業に経営に関して、コンテキストを踏まえて動的に
分析することで、日韓企業が逆転したメカニズムの一端を明らかにすることができた。ま
た、石油・ガスプラントの市場をセグメントに分割することで、日韓逆転のメカニズムや
歴史的経緯を簡潔に説明することができた。しかしながら、実際の現場では日韓エンジニ
アリング企業がジョイントベンチャーとして協業するケースもあれば、中東国営石油企業
とメジャーオイルの共同出資会社による設備投資もあり、必ずしも本研究に示した構図だ
けでは説明しきれない状況も存在する。ジョイントベンチャーの存在は、エンジニアリン
グ企業にとっても顧客側企業にとってもセグメント間に存在する参入障壁を乗り越えるド
ライバーとして作用する可能性が高いが、本研究では十分な考察をすることがかなわなか
った。 
また、日本企業は韓国企業によって収益の柱であるセグメントから追い出されつつある
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という大変厳しい状況に直面しているが、未だに韓国企業との価格差に対して十分な対応
が取れているようには思えない。前出の『戦略の窓』理論によれば、急激な市場変化に見
舞われた既存企業が取り得るオプションとして、以下の 4 つが提示されている。 
１． 市場で新たに生じた要求と自社の能力の間にあるギャップを埋めることを試みる 
２． 市場の要求と自社の能力が依然よく適合していると思われるセグメントへのシフ
トを進める 
３． 自社の主要な資源を利益が期待できなくなったセグメントから目立たぬように引
き上げ、残余利益の収穫のみを粛々と進める 
４． 一時的な損益を計上してでもセグメントからの退出を決断する 
 
日本のエンジニアリング企業が今後進むべき方向性の一つとして、中東国営石油企業の
市場セグメントが要求するエンジニアリングサービスの需要を満足させるために、キャパ
シティーアップを図ることは可能であろうか。日本のエンジニアリング企業同士が合併す
ることは比較的可能性の高い選択肢ではあるものの、必ずしもキャパシティーのアップに
はつながらず、韓国企業に対する競争力向上に直結するとは考え難い。現時点で国際的な
エンジニアリング市場に登場していない中国やインドのエンジニアリング企業を吸収合併
することで、キャパシティーアップを図ることは、選択肢として存在するものの、日本企
業の収益性を重視する経営姿勢に変化がないかぎり、現実的には困難も予想される。すな
わち、前述したオプション１の選択可能性は低いように思われる。 
日本のエンジニアリング企業は、売り上げに占めるエンジニアリング業への依存が高い
ことから、オプション３やオプション４の選択は不可能ではないものの、新たなセグメン
トやビジネスドメインが確立されておらず、長い時間を要する選択肢となろう。 
メジャーオイルが顧客となるハイエンドセグメントにおいては、日本企業が有するソフ
トスキルといった特徴的な能力と、市場セグメントが要求する能力が現時点でも良く適合
しており、韓国企業に対する参入障壁としても機能していると考えられる。すなわち、オ
プション２「市場の要求と自社の能力が依然よく適合していると思われるセグメントへの
シフトを進める」選択は現時点でも十分可能であるが、最大の収益源である中東国営石油
企業の市場セグメントから撤退することによって、売り上げ規模が縮小するリスクも大き
いことに留意が必要となろう。 
これまでのところ、韓国企業はメジャーオイルのハイエンドセグメントには十分な参入
 86 
機会を得ておらず、ハードスキル以外に必要となるソフトスキルに未だ開発の余地が大き
いという顧客パーセプションも確認されている。しかし、韓国企業もハイエンド市場への
参入意欲を持っているうえ、ソフトスキルの習得は時間をかければ可能であることから、
ハイエンドセグメントへの参入障壁をどのように築くのか、日本企業にとって大きな課題
となる。 
さらに、ハイエンドセグメントにはいみじくも日本企業自身の手によって中東国営石油
企業のセグメントから追い出された欧米エンジニアリング企業が活動しており、競争環境
は厳しく、収益性の面でも魅力的なセグメントとはいえないことも懸念材料である。 
 
日本のエンジニアリング企業が今後取るべき選択肢について、現時点で明確な方向性が
打ち出しにくいのは、『戦略の窓』が閉ざされているためである、と解釈することも可能で
ある。エイベルが主張する『戦略の窓』は、市場の急激な変化によって開いたり閉じたり
するダイナミズムを伴ったものであり、ダイナミックな市場の変化によって生み出される
要求の変化と、変化した新たな要求に対する自社の能力との適合性にフォーカスした理論
である。 
２０００年に入ってエンジニアリング産業の『戦略の窓』を開けるトリガーとなったの
は原油価格の高騰であったが、現在進行中の欧州経済の混迷や新興国経済の成長などによ
って、近い将来に原油価格がどのように変動するかは予測困難である。仮に、欧州経済の
混乱などによって原油価格が下落局面に陥るようなことになれば、中東国営石油企業の市
場セグメントにおける設備投資は停滞し、エンジニアリングサービスは供給過多となる可
能性もある。このような変化が急激に起きれば（その可能性は高いと思われるが）、それは
エンジニアリング産業にとって新たな、そして別の『戦略の窓』が開くことを意味してい
る。そして、新しい窓が開いている期間内に自社の能力やリソースを調整し、新たな市場
の要求にうまく適合させることができるかどうか、によって再び勝敗が決する可能性が高
い。 
既存企業である日本のエンジニアリング企業にとっても、新規参入企業である韓国エン
ジニアリング企業にとっても、次の『戦略の窓』が開くような急激な市場変化に備え、戦
略的な準備を進めることが重要である。エンジニアリング企業にとっての次なる『戦略の
窓』が開く時期や、その期間内に要求される新たな要求事項については今後の研究課題と
したい。  
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